平成２４年第３回訓子府町議会定例会会議録
· 議事日程(第１日目)

平成２４年９月１１日（火曜日）       午前９時３０分開会
第１　　会議録署名議員の指名（４名）

第２　　会期の決定

第３　　行政報告
第４　　議案第４２号　教育委員会委員の任命について
第５　　議案第４３号　教育委員会委員の任命について
第６　　議案第４０号　平成２４年度訓子府町一般会計補正予算（第３号）について
第７　　議案第４１号　平成２４年度訓子府町国民健康保険特別会計予算（第１号）につ

　　　　　　　　　　　いて
第８　　認定第　１号　平成２３年度訓子府町一般会計歳入歳出決算の認定について
第９　　認定第　２号　平成２３年度訓子府町国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定
　　　　　　　　　　　について
第１０　認定第　３号　平成２３年度訓子府町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認

　　　　　　　　　　　定について
第１１　認定第　４号　平成２３年度訓子府町介護保険特別会計歳入歳出決算の認定につ

　　　　　　　　　　　いて
第１２　認定第　５号　平成２３年度訓子府町下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定に
　　　　　　　　　　　ついて
第１３　認定第　６号　平成２３年度訓子府町水道事業会計剰余金の処分及び決算の認定
　　　　　　　　　　　について

第１５　報告第１０号　平成２３年度訓子府町財政健全化及び経営健全化の比率について

第１６　報告第１１号　財政的援助団体の監査結果報告について

第１７　報告第１２号　出納検査結果報告について

第１４　一般質問
○出席議員（１０名）

        １番  橋  本  憲  治  君              ２番  佐  藤  静  基  君
        ３番  工  藤  弘  喜  君              ４番  河  端  芳  惠  君
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        ７番  小  林  一  甫  君              ８番  西  山  由美子  君
        ９番  山  本  朝  英  君            １０番  上  原  豊  茂  君
○欠席議員（０名）

○地方自治法第１２１条の規定により説明のため出席した人
              町              長      菊    池    一    春    君

              副町長      佐    藤    明    美    君
              総務課長      林          秀    貴    君
              企画財政課長      森    谷    清    和    君
              町民課長      佐    藤    純    一    君
              福祉保健課長      八    鍬    光    邦    君

              福祉保健課業務監      渡    辺    克    人    君
              農林商工課長      佐    藤    正    好    君
              農林商工課業務監      村    口    鉄    哉    君
              建設課長      伊    田          彰    君
              上下水道課長      竹    村    治    実    君

              会計管理者      平    塚    晴    康    君
              教育長      山    田    日 出 夫    君
              管理課長      山    内    啓    伸    君
              社会教育課長      上    野    敏    夫    君

              社会教育課業務監      元    谷    隆    人    君
              幼稚園・保育園・子育て支援センター事務長      菅    野          宏    君

              図書館長      三    好    寿 一 郎    君
              農業委員会事務局長      遠    藤    琢    磨    君
              教育委員長      飯    田    洋    司    君
              監査委員      山    田          稔    君
○職務のため出席した事務局職員

              議会事務局長      森    谷          勇    君

              議会事務局係長      中    島    千 花 子    君

開会　午前　９時３０分

　　　　◎開会の宣告
○議長（橋本憲治君）　皆さん、おはようございます。
　それでは、定刻になりました。

　ただいまから、平成２４年第３回訓子府町議会定例会を開会いたします。

　本日の出欠報告をいたします。本日は、全議員の出席であります。

　なお、谷本農業委員会会長並びに仁木選挙管理委員長から本定例会を欠席する旨の報告がありました。
　　　　◎開議の宣告

○議長（橋本憲治君）　直ちに、本日の会議を開きます。
　本日の議事日程は、あらかじめお手元に配付してあるとおりでございます。
　　　　◎諸般の報告

○議長（橋本憲治君）　日程に入るに先立ち、事務局長に諸般の報告をさせます。
○議会事務局長（森谷　勇君）　それでは、ご報告申し上げます。

　本定例会の説明員並びに閉会中の動向につきましては、印刷の上、お手元に配付のとおりであります。

　なお、本定例会に町長から提出されております案件につきましては、議案が４件、認定が６件でございます。その他、報告が３件であります。
　以上でございます。
○議長（橋本憲治君）　以上をもって諸般の報告を終わります。
　　　　◎会議録署名議員の指名

○議長（橋本憲治君）　日程第１、会議録署名議員の指名を行います。

　会議録署名議員は、会議規則第１１８条の規定により、議長において、１０番、上原豊茂君、２番、佐藤静基君、３番、工藤弘喜君、４番、河端芳惠君を指名いたします。

　　　　◎会期の決定

○議長（橋本憲治君）　日程第２、会期の決定を議題といたします。

　お諮りいたします。
　本定例会の会期は、本日から９月１３日までの３日間といたしたいと思います。

　これにご異議ございませんか。

（「異議なし」との声あり）
○議長（橋本憲治君）　異議なしと認めます。
　よって、会期は３日間と決定いたしました。

　皆さんにも説明しておりますが、議員、説明員の皆様に申し上げます。事前に皆様にお知らせしておりますとおり今定例会においてもクールビズの励行ということで、ノーネクタイまたは議場での上着着用は自由ということにいたしたいと思いますので、よろしくお願いをしたいと思います。
　　　　◎行政報告
○議長（橋本憲治君）　日程第３、菊池町長から、行政報告がありますので、この際、発言を許します。
　町長。
○町長（菊池一春君）　おはようございます。ただいま、議長のお許しをいただきましたので、本定例会招集のご挨拶を申し上げます。

　本日、第３回定例町議会を招集申し上げましたところ、全員のご出席をいただき厚くお礼申し上げます。

　それでは、本定例町議会に提案しています主な概要を申し述べましてご理解を賜りたいと思います。

　まず、人事案件についてでございますが、教育委員会委員１名が本年９月３０日をもちまして任期満了に、また、１名が退任することから教育委員２名の任命について、同意をいただきたく提案させていただいております。

　次に、各会計の補正予算についてですが、一般会計につきましては、７，６２４万３千円の追加補正を提案させていただいております。

　その主な内容は、総務費では、前年度繰越金に伴う社会資本整備基金への積み立て。

　民生費では、前期高齢者納付金や後期高齢者支援金拠出金などの実績に伴う国民健康保険特別会計への繰出金の減額。また、自立支援サービス事業の過年度清算に伴う返還金の増額。

　衛生費では、予防接種法に基づく、ポリオ予防接種が集団接種から個別接種に変更になることと、従来の３種混合から不活性化ワクチンを加えた４種混合予防接種へ変更になることに伴う委託料などの追加。

　農林水産業費では、鹿電気柵設置事業が予定していた事業量を超えることから町補助金の追加とエゾシカ駆除の予定捕獲頭数及び処理件数の増による委託料の追加。

　商工費では、温泉保養センターなどに温泉を送るための源泉くみ上げポンプの制御系統が故障したことによる修繕費の追加、さらに、太陽光発電システムの新エネルギー導入事業が予定していた設置戸数を超えることから、町補助金の追加。

　土木費では、レクリエーション公園の芝桜再生のための公園作業員賃金などの追加と末広団地建替えに伴う入居者住替えの引っ越し等の移転料。

　消防費では、地域づくり総合交付金の交付対象となった災害時の避難所用の暖房機などの備蓄資材の経費。

　教育費では、訓小の全道吹奏楽コンクール参加に係る派遣費と訓子府町青年団体連絡協議会の本年１１月開催の全国青年大会出場に係る経費、さらに、訓中野球部及び訓中ソフトボール部の全道大会出場に係る経費、また、高園実践会部落史発刊に対する補助金を提案させていただいております。

　次に、国民健康保険特別会計につきましては、医療給付費等負担金などの実績に伴う国庫支出金返還金など、１，６７２万円の追加補正を提案させていただいております。

　次に、認定案件として、一般会計、各特別会計及び水道事業会計の合計６会計の平成２３年度決算認定の提案をさせていただいております。

　最後に、報告といたしまして、平成２３年度訓子府町財政健全化及び経営健全化の比率についての報告をさせていただきます。

　以上、議案４件、認定６件、報告３件の提案をさせていただいておりますが、詳細につきましては、各担当課長等から説明させますので、ご審議を賜りますようよろしくお願いいたしまして、本定例議会招集のご挨拶とさせていただきます。
　引き続きまして、この後お手元に配布させていただきました行政報告を申し上げます。
　行政報告は１件でございまして、教育費の指定寄付金についてでございます。
　去る８月２９日、大町にお住まいの住吉　豊様から、今後予定される図書館増改築後の図書購入費に充てていただきたいとのことで、図書館に１００万円の高額寄付がございました。

図書館では、ご寄付をいただきました住吉様のご意向等もお聴きしながら、増改築後の図書館において図書の充実を図るために有効に活用させていただきたいと考えております。

　なお、補正予算につきましては、次回以降の議会におきまして計上させていただくことをご報告申し上げ、教育費指定寄付金の行政報告とさせていただきます。
○議長（橋本憲治君）　ただいまの行政報告につきましては、寄付に関する報告でありますので、質疑を省略することにいたします。
　以上をもって、行政報告を終了いたします。

　　　　◎議案第４２号

○議長（橋本憲治君）　日程第４、議案第４２号　教育委員会委員の任命についてを議題といたします。
　提出者からの提案理由の説明を求めます。議案書１１ページでございます。

　町長。

○町長（菊池一春君）　議案第４２号　教育委員の任命について、人事案件でございますので、私からご説明をさせていただきます。議案書の１１ページをお開き願いたいと思います。

　現在、教育委員であります白崎隆徳氏がこの９月３０日をもちまして、任期満了となります。

　議員の皆様におかれましては、ご存じのことと思いますが、白崎隆徳氏は、平成２０年１０月１日から教育委員としてご尽力いただいており、白崎隆徳氏を引き続き任命させていただきたく、ご提案申し上げるものでございます。

　ここで、白崎隆徳氏の経歴を簡単にご紹介いたします。

　白崎隆徳氏は、昭和３７年のお生まれ、現在満５０歳で、旭町にお住まいでございます。

（経歴等掲載省略）

　白崎隆徳氏は、経歴にもありますように長い間教員として各地域の子どもたちと接してこられ、平成２０年からは、教育委員を努められるなど、教育に対しては、大変EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ぞうけい),造詣)が深く、幅広い識見と人格、経験を備えた方であり、教育委員として適任者と考えておりますので、引き続き任命のご同意を賜りますようお願い申し上げます。

　なお、任期につきましては、平成２４年１０月１日から平成２８年９月３０日までの４年間でございますので、よろしくお願いいたします。

○議長（橋本憲治君）　提案理由の説明が終わりました。
　これより、質疑を行います。１人３回まで質疑を行えます。

　ご質疑ございませんか。

（「なし」との声あり）

○議長（橋本憲治君）　質疑がないようですので、これをもって質疑を終了いたします。

　お諮りいたします。

　議会運営基準第９９項の規定に基づき、討論を省略することとし、ただちに採決したいと思います。

　これにご異議ございませんか。

（「異議なし」との声あり）

○議長（橋本憲治君）　異議なしと認めます。

　よって、討論を省略し、ただちに採決いたします。

　これより、議案第４２号の採決を行います。

　本案は、原案のとおり同意することにご異議ございませんか。

（「異議なし」との声あり）

○議長（橋本憲治君）　異議なしと認めます。

　よって、本案は原案のとおり同意されました。

　　　　◎議案第４３号

○議長（橋本憲治君）　日程第５、議案第４３号　教育委員会委員の任命についてを議題といたします。

　該当者は退席をお願いしたいと思います。

（該当者退席）

○議長（橋本憲治君）　提出者からの提案理由の説明を求めます。議案書１２ページでございます。

　町長。

○町長（菊池一春君）　議案第４３号　教育委員会委員の任命につきましても、人事案件でございますので、私からご説明を申し上げたいと思います。

　議案書の１２ページをお開き願います。

　２期５年にわたり、教育長としてご尽力をいただきました山田日出夫氏がこの９月３０日の任期をもちましてご退任されることになりました。

山田氏の教育長及び町職員としての長年の多くの実績に対しまして、改めまして、この場をお借りし感謝と敬意を表するものでございます。

　山田氏の退任を受けまして、教育委員の任命につきましては、新たに林　秀貴氏を任命いたしたくご提案申し上げ、議会のご同意を賜りたいと存じます。

　ここで、林　秀貴氏のご経歴につきまして、簡単にご紹介いたします。

　林氏は、昭和３３年８月１日のお生まれで、満５４歳、栄町に在住でございます。

（経歴等掲載省略）

（経歴等掲載省略）

　林氏は、現在まで教育委員会での勤務はございませんけれども、今まで技術職員・事務職員と両方の立場で多彩な行政経験をされ、さらにEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(とく),徳)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(こうぼう),高望)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(じゅう),重)と言いましょうか、特に、職員のみならず町民にも人徳が高く人望が厚い人柄でございまして、教育委員として適任と考えているところでございます。

　なお、教育委員の任期につきましては、白崎委員同様、平成２４年１０月１日から平成２８年９月３０日までの４年間でございます。

　以上、教育委員の任命について、ご同意を賜りますようよろしくお願い申し上げます。
○議長（橋本憲治君）　提案理由の説明が終わりました。
　これより、質疑を行います。１人３回まで質疑を行えます。

　ご質疑ございませんか。

（「なし」との声あり）

○議長（橋本憲治君）　質疑がないようですので、これをもって質疑を終了いたします。
　お諮りいたします。
　議会運営基準第９９項の規定に基づき、討論を省略することとし、ただちに採決したいと思います。

　これに、ご異議ございませんか。

（「異議なし」との声あり）

○議長（橋本憲治君）　異議なしと認めます。

　よって、討論を省略し、ただちに採決をいたしたいと思います。

　これより、議案第４３号の採決を行います。
　本案は、原案のとおり同意することにご異議ございませんか。

（「異議なし」との声あり）
○議長（橋本憲治君）　異議なしと認めます。

　よって、本案は原案のとおり同意されました。
　　　　◎議案第４０号、議案第４１号
○議長（橋本憲治君）　この際、日程第６、議案第４０号、日程第７、議案第４１号
は、関連する議案なので、一括議題といたします。
　各案に対する提出者からの提案理由の説明を求めます。

　議案第４０号から、順次説明願います。

　副町長。

○副町長（佐藤明美君）　それでは、議案書の１ページをお開き願いたいと思います。
　議案第４０号　平成２４年度訓子府町一般会計補正予算（第３号）の説明を申し上げます。

　今回の補正につきましては、第１条にありますように歳入歳出それぞれ７，６２４万３千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３９億５５５万７千円とするものでございます。
　第２項にありますように、この補正の款項の区分ごとの金額等につきましては、次のページの第１表のとおりでございますが、これにつきましては、後ほどご覧いただくこととし、内容につきましては、３ページ以降の事項別明細書により、説明をさせていただきたいと思っております。

　まず、補正予算の説明につきましては、４ページ以降の歳出を中心に説明させていただき、その中で、関連する歳入の説明をさせていただきたいと思いますので、ご了解をお願いいたします。
　それでは、４ページをお開き願いたいと思います。

　一番上段の表になりますが、２款の総務費、１項、１目、一般管理費の事業区分の各種積立金７千万円につきましては、今後の福祉・教育関連の支出が想定されることに伴いまして、２５節、積立金の社会資本整備積立金の福祉に５千万円、教育に２千万円を積み立てるものでございます。

　次に、２番目の表になります。

　３款、民生費の１項、１目、社会福祉総務費の一番右側の事業区分の国民健康保険特別会計繰出金につきましては、前期高齢者交付金、後期高齢者支援均等拠出金、老人保健拠出金、介護納付金の確定に伴いまして、財源補てん分が減となることから、２８節、繰出金として、国民健康保険特別会計繰出金６４万円を減額するものでございます。

　その下の自立支援サービス事業の８万９千円につきましては、障がい者の自立支援給付費及び医療費負担金の平成２３年度清算に伴う返還金といたしまして、２３節、償還金利子及び割引料の国庫支出金等返還金で８万９千円を追加計上しているものでございます。

　なお、財源内訳につきましては、この科目の事業に対する国及び道負担金の増額によ
り、一般財源との調整を行ったもので、その内容は、３ページの歳入の一番上の表になりますが、１３款、１項、１目、民生費国庫負担金の障害者福祉費負担金２０６万４千円
は、障害者自立支援法に基づく自立支援給付事業、これにつきましては、障害福祉サービスや補装具費、更生医療分で負担率を２分の１、２０６万４千円となっております。
　続いて、２番目の表の１４款、１項、１目、民生費道負担金４１万５千円は、負担率４分の１で、４１万５千円が平成２３年度分の清算分で、追加交付がされたものでございます。

　次に、４ページに戻っていただきまして、３番目の表になります。

　４款の衛生費、１項、２目、予防費の事業区分、予防接種事業１４３万１千円につきましては、先の全員協議会でも説明させていただきましたが、今まで集団接種で行われていましたポリオ予防接種が、この９月から個別接種として、病院で受けることになりますので、１３節、委託料の不活性化ポリオ予防接種で８５万１千円、１１月から行われるポリオとジフテリア、百日せき、破傷風をあわせた４種混合予防接種として５６万７千円、さらに、それに伴う予診票作成のための印刷製本費として、１万３千円を計上しているものでございます。

　次に、一番下の表になります。

　６款の農林水産業費、１項、３目、農業振興費の事業区分、農業振興事業では、鹿電気牧柵設置事業補助金といたしまして、事業費に対して３分の１、２０万円を限度とするもので、当初予定の額を上回ることとなったことから、その不足分１１万１千円を増額するものでございます。
　なお、この事業実績は、今のところ１７戸の見込みとなっています。

　次に、５ページの一番上の表になります。

　６款、２項、２目、林業振興費の事業区分、有害鳥獣駆除事業４３万６千円につきましては、エゾシカEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ざんし),残滓)処理業務委託料で、現在６月補正時の目標１５０頭を超え、猟銃による捕獲申請２００頭限度が見えてきたことから、くくりEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(わな),罠)分もあわせてさらに５０頭分のEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ざんし),残滓)処理費を追加するものです。

　なお、その財源につきましては、３ページに戻っていただきたいのですが、３番目の表になります。

４款、２項、４目、農林水産業費道補助金の地域づくり交付金で、エゾシカ緊急対策事業としまして、２６万円が交付決定となりましたので、その分を特財として充てることになります。

　次に、５ページの２番目の表になります。

　７款、商工費の１項、２目、商工業振興費の事業区分、地域エネルギー利用施設管理費３７万９千円につきましては、６月に温泉くみ上げポンプの制御系統が故障したことによりまして、温泉保養センターや特養の運営に支障が出ることから早急に修理する必要が出たもので、その修繕費を今回補正させていただくものでございます。
　次に、その下の事業区分、新エネルギー導入促進事業１４０万円につきましては、町内住宅の太陽光発電システム設置に係る補助でございまして、当初２８万円を限度とし
て、１０戸分２８０万円を予算計上しておりましたが、今後さらに設置が見込まれることもございまして、５戸分１４０万円を追加するものでございます。

　次に、３番目の表になります。

　８款、土木費の５項、１目、公園費の事業区分レクリエーション公園管理事業については、近年、ご存じのように芝桜の丘の雑草が多く、芝桜の衰退を招いていることから、芝桜除草業務の期間を延長することとして、作業員賃金５５日分４０万２千円を追加するものです。

　また、４節の共済費の１２万７千円につきましては、公園作業員賃金の算定基礎となる標準月額報酬の変更分と今回追加する分の社会保険料などをあわせまして１２万７千円を増額するものでございます。

　次に、一番下の表になります。

　８款、６項、２目、住宅建設費の事業区分でいきますと公営住宅建設事業につきましては、建て替えをスムーズに進めるための移転料の支払いに関する要綱に基づきまして、末広公営住宅入居者の動産移転料３戸分、単価９万円で２７万円を計上させていただいたものでございます。

　次に、６ページになります。

　一番上の表、９款の消防費、１項、３目、災害対策費の事業区分、防災対策事業６１万４千円については、本町の緊急物資備蓄ガイドラインで計画しております平成２５年度以降に購入予定でございましたが、災害用の大型ストーブ１台、ポータブルストーブ７
台、発電機１台を地域づくり交付金の対象となったことから、今回６１万４千円を計上させていただいたものでございます。

　なお、財源内訳の詳細の特財については、３ページの３番目の表、１４款、２項、１
目、総務費道補助金の地域づくり総合交付金として、５３万６千円が補助されることになったものでございます。

　次に、６ページに戻っていただきまして、２番目の表になります。

　１０款の教育費、２項、２目、小学校費の教育振興費の事業区分、教育振興事業６０万８千円については、８月５日、北見市で開催された北見地区吹奏楽コンクールにおい
て、訓子府小学校スクールバンドが金賞を受賞したことにより、９月１日、札幌市で行われました第５７回北海道吹奏楽コンクールに出場することになりましたので、その経費を補助するものでございます。

　次に、３番目の表になりますが、同じく、１０款、５項、１目、社会教育総務費の事業区分、青少年推進事業１６万円につきましては、本町の青年団体連絡協議会が７月１４・１５日に札幌市で行われた第４０回北海道青年祭ののど自慢部門で最優秀賞、舞台パフォーマンス部門で努力賞を獲得し、１１月に東京で開催される第６１回全国青年大会への出場権を得たことから、出場経費の一部を補助するものでございます。

　その下の事業区分の芸術・文化振興事業２０万円につきましては、平成２３年度に予定しておりました高園実践会部落史発刊が延期されたことに伴いまして、今年の１１月に実践会１００周年にあわせて発刊されることになったことから、その経費として補助するものでございます。

　次に、一番下の表になりますが、１０款、６項、１目、保健体育総務費の事業区分、社会体育活動推進事業につきましては、中学校野球部が７月１３～１６日に道南の知内で行われた第２９回全日本少年軟式野球北海道大会に出場した参加経費としまして３９万１千円と同じく中学校ソフトボール部が９月２１～２３日に石狩市で行われます第２１回ミズノ旗争奪北海道中学女子ソフトボール大会に出場する参加経費２６万５千円、あわせまして６５万６千円を補助するものでございます。

　次に、３ページに戻っていただき、４番目の表の１７款、１項、１目、財政調整基金繰入金８３１万１千円の減額につきましては、この補正の財源調整を行うものとなります。

　次に、一番下の表になります。

　１８款、１項、１目の繰越金については、決算による前年度からの繰越金ということになります。

　最後に、別に配布しております「資料１」では、財政調整基金及び特定目的基金の保有状況見込みをご覧いただきたいと思いますが、今回の補正による基金の減額、基金積立の追加を行った後の一般会計の基金保有見込額は、右側の下から５段目にありますように３３億２，６７０万１千円が現在の額でございます。
　以上、平成２４年度訓子府町一般会計補正予算（第３号）の内容につきまして、説明をさせていただきました。ご審議の上、ご決定いただきますようよろしくお願い申し上げます。
　以上でございます。

○議長（橋本憲治君）　議案第４１号の説明を願います。

　福祉保健課業務監。
○福祉保健課長業務監（渡辺克人君）　議案書の７ページをお開きください。

　議案第４１号　平成２４年度訓子府町国民健康保険特別会計補正予算（第１号）について、提案理由の説明をさせていただきます。
　今回の補正は、第１条にありますように１，６７２万円を追加し、歳入歳出予算の総額をそれぞれ９億６，６０２万円とするものであります。
　この補正の款項の区分ごとの金額等につきましては、８ページの「第１表、歳入歳出予算補正」の表のとおりでありますので、ご覧をいただくこととし、その内容につきましては、９ページ以降の事項別明細書により、説明させていただきます。
　それでは、９ページの歳入から説明させていただきます。
まず、第４款、第１項、第１目の前期高齢者交付金につきましては、各保険者の前期高齢者の加入者数等に応じて財政調整するための交付金でありますが、平成２４年度分の交付金の確定通知により、５１万４千円を追加するものであります。
次に、第８款、繰入金、第１項、第１目、財政調整基金繰入金につきましては、歳出に計上しております平成２３年度分の超過交付分の返還金に充当するため１，６７４万１千円を追加するものであります。

これによりまして、資料１の財政調整基金及び特定目的基金の保有状況（見込）の表の下から４段目の右端にありますとおり、平成２４年度末基金保有見込額は、１，７７２万６千円となる見込みであります。

　第２項、第１目の一般会計繰入金の４節、その他一般会計繰入金の６４万円の減額につきましては、平成２４年度の国保会計の財源補てん分として、当初見込んでおりました繰入金のうち、各拠出金等の確定等に伴いまして６４万円を減額するものであります。
次に、第１０款、諸収入、第３項、第６目の雑入につきましては、前々年度の老人保健拠出金の精算に伴い還付金が生じましたことから、１０万５千円を追加するものであります。

　次に、１０ページの歳出について説明させていただきます。

　まず、第３款、後期高齢者支援金等、第１項、第１目の後期高齢者支援金拠出金の１９節、負担金、補助及び交付金の６万１千円の追加、それから、第４款、第１項、第１目の前期高齢者納付金の１９節、負担金、補助及び交付金の１万６千円の減額につきまして
は、平成２４年度分拠出金及び納付金の確定通知により、それぞれ追加及び減額するものであります。

　次に、第５款、第１項、第１目の老人保健医療費拠出金の１９節、負担金、補助及び交付金の１千円の減額および第２目の老人保健事務費拠出金の１９節、負担金、補助及び交付金の１千円の減額、それから、第６款、第１項、第１目の介護納付金の１９節、負担
金、補助及び交付金の６万４千円の減額につきましても、平成２４年度分拠出金及び納付金の確定通知により、それぞれ減額するものであります。

　次に、第１０款、諸支出金、第１項、償還金及び還付加算金、第３目、償還金、２３節の国庫支出金返還金につきましては、平成２３年度の療養給付費等負担金及び出産育児一時金の精算に伴い国から超過交付されていた１，６４７万５，６８０円を返還するた
め、１，６４７万５千円を追加するものであります。

　次に、退職医療交付金返還金２６万６千円の追加ですが、これも平成２３年度の退職者医療交付金の額の確定に伴いまして、平成２３年度に交付を受けた社会保険診療報酬支払基金からの超過交付分２６万６，５２１円を返還するため、２６万６千円を追加するものであります。
　以上、平成２４年度国民健康保険特別会計の補正予算の内容について、提案理由の説明をさせていただきました。ご審議の上、ご決定賜りますようよろしくお願い申し上げます。
○議長（橋本憲治君）　以上で、議案第４０号、議案第４１号の各案に対する提案理由の説明が終わりました。

　ここで、議事について、議会運営委員長ならびに副議長と協議のため、午前１０時１５分まで、暫時休憩をしたいと思います。

休憩　午前１０時０８分

再開　午前１０時１５分

○議長（橋本憲治君）　休憩前に戻り、会議を再開いたします。

　　　　◎議事日程の変更

○議長（橋本憲治君）　お諮りいたします。

　ただいま、議会運営委員長ならびに副議長と協議の結果、これより、日程の順序を変更し、日程第８から日程第１３、認定第１号から認定第６号ならびに日程第１５、報告第１０号、日程第１６、報告第１１号、日程第１７、報告第１２号を先に審議したいと思います。これにご異議ございませんか。

（「異議なし」との声あり）

○議長（橋本憲治君）　異議なしと認めます。

　よって、この際、日程の順序を変更し、日程第８から日程第１３、認定第１号から認定第６号並びに日程第１５、報告第１０号、日程第１６、報告第１１号、日程第１７、報告第１２号を先に審議することに決定いたしました。

　　　　◎認定第１号、認定第２号、認定第３号、認定第４号、認定第５号、
　　　　　認定第６号

○議長（橋本憲治君）　この際、日程第８、認定第１号、日程第９、認定第２号、日程第１０、認定第３号、日程第１１、認定第４号、日程第１２、認定第５号、日程第１３、認定第６号は、関連する議案なので、一括議題といたします。

　各案に対する提出者からの提案理由の説明を求めます。認定第１号から順次説明願います。

　企画財政課長。
○企画財政課長（森谷清和君）　それでは、認定第１号について説明申し上げます。議案書の１３ページをお開きください。

　認定第１号　平成２３年度訓子府町一般会計歳入歳出決算の認定について。
　平成２３年度訓子府町一般会計歳入歳出決算を地方自治法第２３３条第３項の規定に基づき、別冊のとおり認定に付すものでございます。

　平成２３年度訓子府町一般会計歳入歳出決算につきましては、本年５月３１日をもって出納を閉鎖し、決算に関する書類を調製した上で、監査委員の審査に付したところでございますが、本年８月２３日付け文書をもって監査委員から、別冊のとおり「平成２３年度訓子府町各会計決算の審査意見」をいただきました。これを受け、地方自治法の規定に基づき、議会の認定に付するものでございます。

　ここで、一般会計の決算の概要を説明申し上げますので、別冊でお配りしております「平成２３年度 訓子府町各会計決算報告書」の１ページをご覧いただきたいと思います。

　この表は、会計別決算額の総括表でありますが、一般会計では、決算額（Ｂ）欄にありますように歳入４４億７，２１５万３，７３０円、歳出４２億８，０３９万３，７６４
円、収支差引残額、いわゆる決算剰余金については、１億９，１７５万９，９６６円となっております。一番右側の備考欄に決算剰余金の処分内容を記載しておりますが、１億円を財政調整基金に決算積立てしまして、残り９，１７５万９，９６６円を翌年度に繰り越すこととしております。その中には、６月の定例会で報告させていただきました繰越明許費にかかる財源として、１，０４７万９千円が含まれております。
　なお、別冊で配付しております「平成２３年度訓子府町各会計歳入歳出決算審査意見書」につきましては、ご覧をいただくこととし、説明は省略させていただきますが、予算の執行および財政運営は適正である旨の意見をいただいております。

　以上、平成２３年度訓子府町一般会計歳入歳出決算の認定について、説明させていただきました。ご審議の上、認定賜りますようよろしくお願い申し上げます。
○議長（橋本憲治君）　次に、認定第２号、認定第３号、認定第４号は、関連しますの
で、福祉保健課業務監。

○福祉保健課業務監（渡辺克人君）　認定第２号について、説明申し上げます。議案書の１４ページをお開きください。
　認定第２号　平成２３年度訓子府町国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定について。

　平成２３年度訓子府町国民健康保険特別会計歳入歳出決算を、地方自治法第２３３条第３項の規定に基づき、別冊のとおり認定に付するものであります。
　平成２３年度訓子府町国民健康保険特別会計歳入歳出決算につきましては、本年５月３１日をもって出納を閉鎖し、決算に関する書類を調製した上で、監査委員の審査に付したところでありますが、本年８月２３日付け文書をもって監査委員から、別冊のとおり「平成２３年度訓子府町各会計決算の審査意見」をいただきましたので、地方自治法の規定に基づき、議会の認定をお願いするものであります。
　ここで、国民健康保険特別会計の決算の概要を説明申し上げますので、別冊で配付しております「平成２３年度 訓子府町各会計決算報告書」の１ページ、上から２段目の国民健康保険特別会計の欄をご覧いただきたいと存じます。

　決算額（Ｂ）欄、歳入９億５，４７５万６，３４７円、歳出９億２，１９２万６，６５３円となっており、備考欄に記載のとおりこの収支差引残額３，２８２万９，６９４円のうち、３，２８２万９千円を財政調整基金に決算積立てをし、残りの端数６９４円を翌年度へ繰り越ししております。

　なお、別冊で配付しております「平成２３年度訓子府町各会計決算の審査意見」につきましては、ご覧をいただくこととし、説明は省略させていただきたいと存じます。

　以上が、平成２３年度訓子府町国民健康保険特別会計歳入歳出決算の概要であります。ご審議の上、認定を賜りますようよろしくお願い申し上げます。
　続きまして、認定第３号について、説明申し上げます。議案書の１５ページをお開きください。
　認定第３号　平成２３年度訓子府町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定について。

　平成２３年度訓子府町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算を、地方自治法第２３３条第３項の規定に基づき、別冊のとおり認定に付するものであります。
　平成２３年度訓子府町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算につきましては、本年５月３１日をもって出納を閉鎖し、決算に関する書類を調製した上で、監査委員の審査に付したところでありますが、本年８月２３日付け文書をもって監査委員から、別冊のとおり「平成２３年度訓子府町各会計決算の審査意見」をいただきましたので、地方自治法の規定に基づき、議会の認定をお願いするものであります。
　ここで、後期高齢者医療特別会計の決算の概要を説明申し上げますので、別冊で配付しております「平成２３年度 訓子府町各会計決算報告書」の１ページ、上から３段目の後期高齢者医療特別会計の欄をご覧いただきたいと存じます。

　決算額（Ｂ）欄、歳入６，５００万８，６１８円、歳出６，４９１万２，７１８円となっており、備考欄に記載のとおりこの収支差引残額９万５，９００円につきましては、出納整理期間中に収納された平成２３年度分の保険料でありますので、これを後期高齢者医療広域連合に納付するため、全額翌年度へ繰り越ししております。

　なお、別冊で配付しております「平成２３年度 訓子府町各会計決算の審査意見」につきましては、ご覧をいただくこととし、説明は省略させていただきたいと存じます。

　以上が、平成２３年度訓子府町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の概要であります。ご審議の上、認定を賜りますようよろしくお願い申し上げます。
認定第４号について、説明申し上げます。議案書の１６ページをお開きください。
　認定第４号　平成２３年度訓子府町介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について。

　平成２３年度訓子府町介護保険特別会計歳入歳出決算を、地方自治法第２３３条第３項の規定に基づき、別冊のとおり認定に付するものであります。
　平成２３年度訓子府町介護保険特別会計歳入歳出決算につきましては、本年５月３１日をもって出納を閉鎖し、決算に関する書類を調製した上で、監査委員の審査に付したところでありますが、本年８月２３日付け文書をもって監査委員から、別冊のとおり「平成２３年度訓子府町各会計決算の審査意見」をいただきましたので、地方自治法の規定に基づき、議会の認定をお願いするものであります。
　ここで、介護保険特別会計の決算の概要を説明申し上げますので、別冊で配付しております「平成２３年度 訓子府町各会計決算報告書」の１ページ、上から４段目の介護保険特別会計の欄をご覧いただきたいと存じます。

　決算額（Ｂ）欄、歳入４億５，００９万１６６円、歳出４億４，８２１万８，３８２円となっており、備考欄に記載のとおりこの収支差引残額１８７万１，７８４円を全額翌年度へ繰り越ししております。

　なお、別冊で配付しております「平成２３年度 訓子府町各会計決算の審査意見」につきましては、ご覧をいただくこととし、説明は省略させていただきたいと存じます。

　以上が、平成２３年度訓子府町介護保険特別会計歳入歳出決算の概要であります。ご審議の上、認定を賜りますようよろしくお願い申し上げます。
○議長（橋本憲治君）　認定第５号、認定第６号は関連しますので、説明は一括でお願いします。

　上下水道課長。

○上下水道課長（竹村治実君）　認定第５号　平成２３年度訓子府町下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定について、説明をさせていただきます。議案書の１７ページでございます。

　平成２３年度訓子府町下水道事業特別会計歳入歳出決算を、地方自治法第２３３条第３項の規定に基づき、別冊のとおり認定に付するものであります。

　平成２３年度訓子府町下水道事業特別会計歳入歳出決算につきましては、本年５月３１日をもって出納を閉鎖し、決算に関する書類を調製した上で、監査委員の審査に付したところでありますが、本年８月２３日付け文書をもって監査委員から別冊のとおり「平成２３年度訓子府町各会計歳入歳出決算の審査意見」をいただきました。
　このことを受け、地方自治法の規定に基づき、議会の認定をお願いするものであります。
　ここで、下水道事業特別会計の決算の概要を説明申し上げますので、別冊で配付しております「平成２３年度 訓子府町各会計決算報告書」の１ページ、上から５段目をご覧いただきたいと存じます。

　この表は、会計別決算額の総括表でありますが、下水道事業特別会計では、決算額（Ｂ）欄にありますように、歳入２億８７１万３，２８１円、歳出２億８７１万３，２８１円となっており、収支差引額はゼロとなっておりますが、これにつきましては一般会計からの繰入金で財源調整を行ったことによるものでございます。
　なお、別冊で配付しております「平成２３年度 訓子府町各会計決算の審査意見」につきましては、ご覧をいただくこととし、説明は省略させていただきたいと存じます。

　以上が、平成２３年度訓子府町下水道事業特別会計歳入歳出決算の概要であります。ご審議の上、認定を賜りますようよろしくお願い申し上げます。
　続きまして、認定第６号　平成２３年度訓子府町水道事業会計剰余金の処分及び決算の認定について、説明をさせていただきます。議案書の１８ページでございます。

　平成２３年度訓子府町水道事業会計決算に伴う剰余金の処分を、地方公営企業法第３２条第２項の規定に基づき、別冊の剰余金処分計算書（案）のとおり処分し、あわせて平成２３年度訓子府町水道事業会計決算を同法第３０条第４項の規定に基づき、別冊のとおり認定に付するものであります。

　平成２３年度訓子府町水道事業会計決算につきましては、本年３月３１日をもって出納を閉鎖し、決算に関する書類を調整した上で、監査委員の審査に付したところでありますが、本年８月２３日付け文書をもって監査委員から別冊のとおり「平成２３年度訓子府町水道事業会計決算の審査意見」をいただきました。

　また、剰余金の処分につきましては「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律」が公布され、これにより、地方公営企業の経営の自由度を高める観点から「地方公営企業法」の資本制度に関する規定が一部改正され、条例または議決により、利益の処分を行うことになったものでございます。

　このことを受け、地方公営企業法の規定に基づき、議会の決算の認定と同時に剰余金処分の議決を受けるものであります。

　それでは、平成２３年度の訓子府町水道事業会計の決算について、お手元のＡ４版、決算書で概要を説明させていただきます。

　決算書の１ページをお開きください。

　まず、収益的収入及び支出の収入につきましては、営業収益と営業外収益をあわせた水道事業の収益でございますが、１億７，６４２万８，１００円の決算でございます。

　支出につきましては、営業費用と営業外費用をあわせた１億５，９０８万７，１９４円の決算となっております。このうちの消費税につきましては、備考欄に記載のとおりでございます。また、税抜き処理後の収支につきましては、損益計算書で説明をさせていただきます。

　次の２ページをお開きください。資本的収入及び支出の状況でございます。

　まず、収入では、補助金と負担金をあわせた資本的収入につきましては４，７３１万１，６０９円の決算でございます。

　支出につきましては、建設改良費と企業債償還金をあわせた資本的支出でございますけれども、９，７８４万９，７３６円の決算でございます。

　なお、収支差し引きで不足する５，０５３万８，１２７円につきましては、欄外の一番下、括弧書きで記載のとおりでございますが、過年度分の損益勘定留保資金４，８８４万３８７円と当年度分消費税及び地方消費税の資本的収支調整額１６９万７，７４０円で補てんしております。

　次の３ページでございますが、これは、１ページの収益的収支の税抜き処理後の損益計算書でございます。

　まず、１の営業収益から２の営業費用を差し引いた営業利益でございますが、２３年度８１８万８２３円でございます。

　次に、３の営業外収益から４の営業外費用を差し引きますと１６２万１，５９３円となります。
　また、この営業利益８１８万８２３円に３の営業外収益から４の営業外費用を差し引いた額１６２万１，５９３円をあわせた額が経常利益でございますが、９８０万２，４１６円でございます。当年度の純利益でございます。９８０万２，４１６円が、黒字決算ということになります。前年度の繰越欠損金はないため、平成２３年度末における処分利益剰余金は、９８０万２，４１６円となるものでございます。

　次に、５ページをお開きください。

　平成２３年度　訓子府町水道事業剰余金処分計算書（案）でございますが、平成２３年度の決算において利益が生じたことから、未処分利益剰余金を企業債の償還を目的とした減債積立金に９８０万２，４１６円を積立するものでございます。
　なお、別冊で配付しております「平成２３年度 訓子府町水道事業会計決算の審査意見」につきましては、ご覧をいただくこととし、説明は省略させていただきたいと存じます。

　以上が、平成２３年度訓子府町水道事業会計剰余金の処分及び決算の概要でございます。ご審議の上、剰余金の処分及び決算の認定を賜りますようよろしくお願い申し上げます。
○議長（橋本憲治君）　以上で、認定第１号から認定第６号までの一括議題の提案理由の説明が終わりました。
　これより、提案理由の説明が終わっております一括議題の認定第１号、認定第２号、認定第３号、認定第４号、認定第５号、認定第６号の質疑に入ります。

　一括議題の質疑にあたりましては、議事進行上、会議規則第５５条ただし書きを適用
し、議長が指定した議案ごとに、１人につき２回まで質疑することを許します。

　まず、最初に、認定第１号の質疑を許します。

　ご質疑ございませんか。

（「なし」との声あり）

○議長（橋本憲治君）　質疑がないようですので、認定第１号の質疑を終了いたします。

　次に、認定第２号の質疑を許します。
　ご質疑ございませんか。

（「なし」との声あり）

○議長（橋本憲治君）　質疑がないようですので、認定第２号の質疑を終了いたします。

　次に、認定第３号の質疑を許します。

　ご質疑ございませんか。

（「なし」との声あり）

○議長（橋本憲治君）　質疑がないようですので、認定第３号の質疑を終了いたします。

　次に、認定第４号の質疑を許します。

ご質疑ございませんか。

（「なし」との声あり）

○議長（橋本憲治君）　質疑がないようですので、認定第４号の質疑を終了いたします。

　次に、認定第５号の質疑を許します。

　ご質疑ございませんか。

（「なし」との声あり）

○議長（橋本憲治君）　質疑がないようですので、認定第５号の質疑を終了いたします。

　次に、認定第６号の質疑を許します。

　ご質疑ございませんか。

（「なし」との声あり）

○議長（橋本憲治君）　質疑がないようですので、認定第６号の質疑を終了いたします。

　以上をもって、質疑を終了いたします。
　お諮りいたします。
　認定第１号から認定第６号につきましては、訓子府町議会運営基準に基づき、４人の委員をもって構成する決算審査特別委員会を設置し、これに付託の上、審査することにいたしたいと思います。

　審査期間については、議会の閉会中も審査を行うことができるものとし、議会が本案の審査終了後、議決するまで審査を行いたいと思います。

　また、地方自治法第９８条に基づく検閲検査ができることにしたいと思います。

　これにご異議ございませんか。

（「異議なし」との声あり）

○議長（橋本憲治君）　異議なしと認めます。

　よって、本案は、４人の委員をもって構成する決算審査特別委員会を設置し、これに付託の上、審査することに決定いたしました。
　委員の選任については、訓子府町議会委員会条例第７条第１項の規定により、４番、河端芳惠君、５番、余湖龍三君、８番、西山由美子君、９番、山本朝英君をそれぞれ指名したいと思います。

　これにご異議ございませんか。

（「異議なし」との声あり）

○議長（橋本憲治君）　異議なしと認めます。

　よって、ただいま指名いたしました４人の諸君を決算審査特別委員に選任することに決定いたしました。
　ここで、午前１１時まで、委員会を開きたいと思いますので、暫時休憩したいと思います。

休憩　午前１０時４３分

再開　午前１１時００分

○議長（橋本憲治君）　休憩前に戻り、会議を継続いたします。
　休憩中に決算審査特別委員会を開き、正副委員長が決定いたしましたので、報告いたします。
　委員長に河端芳惠君、副委員長に余湖龍三君と決定いたしました。

　なお、審査期間は、平成２４年１１月５日の月曜日から１１月９日の金曜日までの５日間で、午前９時から午後４時までと決定いたしました。

　　　　◎報告第１０号
○議長（橋本憲治君）　次に、日程第１５、報告第１０号　平成２３年度訓子府町財政健全化及び経営健全化の比率についてを議題といたします。

　議案書１９ページでございます。

　提出者からの報告を求めます。

　企画財政課長。

○企画財政課長（森谷清和君）　報告第１０号について、ご報告申し上げます。議案書の１９ページをお開きください。
　報告第１０号　平成２３年度訓子府町財政健全化及び経営健全化の比率について。

　平成２３年度訓子府町財政健全化及び経営健全化の比率について、地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２２条第１項の規定に基づき、次のとおり報告するものでございます。

　財政健全化及び経営健全化の比率につきましては、８月２０日に監査委員による関係調書の審査を受け、８月２３日付けで適正に作成されている旨の意見をいただきましたの
で、その意見を付し報告するものでございます。
　それでは、記以下の一覧に従い、各比率の説明をさせていただきます。

　まず「１．財政健全化の比率について」でありますが、表の中の①の実質赤字比率につきましては、一般会計の実質収支が黒字でありますので、赤字比率は発生しておりません。従いまして、ハイフン表示とさせていただいております。

　次に、②の連結実質赤字比率につきましては、一般会計および特別会計である国民健康保険、介護保険、後期高齢者医療特別会計のそれぞれについて、実質収支が黒字でありますし、また、水道事業会計と下水道事業特別会計における資金不足も発生しておりません。従いまして、この比率についてもハイフン表示とさせていただいております。
　次に、③の実質公債費比率につきましては、早期健全化基準の２５％を下回る１３．４％で、昨年度１４．８％でしたので、１．４ポイント改善されております。実質公債費比率につきましては、実質公債費を分子に通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示す標準財政規模等を分母において算定し、過去３カ年の平均の比率となりますが、改善の要因としましては、地方債償還額などの実質公債費が２２年度と比べまして、約１，７００万円減少したこと。また、単年度の比率でみますと２１年度が１５．２％と高めでしたが、２２年度、１２．７％、２３年度、１２．４％と比率が低めに安定してきたことによることがあげられます。

　次に、④の将来負担比率につきましては、２２年度では、１５．１％でありました
が、２３年度は、地方債残高、債務負担行為に基づく実質支出予定額、公営企業債等繰入見込額、退職手当負担見込額などの将来負担額は約６９億１，１００万円でしたが、それらに充当可能な基金が２２年度と比べまして、約７億３，７００万円増加し、充当可能財源が７６億４，１００万円と将来負担額６９億１，１００万円を約７億３千万円ほど上回ったことによりまして、将来負担比率が出てまいりませんので、これについても、ハイフン表示とさせていただいております。

　次に「２．経営健全化の比率」につきましては、公営企業に分類されます下水道事業特別会計と水道事業会計の資金不足の比率となっております。この資金不足につきまして
は、先ほど連結実質赤字比率のところで説明しましたとおり①の下水道事業特別会計につきましては、収支不足額を一般会計繰出金で補てんしている関係上、資金不足は出てきません。

　また、②の水道事業会計につきましても流動資産が流動負債を上回っており、資金不足は出ておりませんので、それぞれハイフン表示とさせていただいております。

　次に「３．監査委員の平成２３年度 訓子府町財政健全化及び経営健全化の審査意見」についてでありますが、地方公共団体の財政の健全化に関する法律、第３条第１項及び第２２条第１項において、財政健全化判断比率及び資金不足比率については、監査委員の意見を付し、議会に報告することが規定されています。別紙に、次のページ以降に審査意見の写しを付けておりますが、これについては、ご覧いただくとこととし、説明は省略させていただきます。
　以上、報告第１０号　平成２３年度訓子府町財政健全化及び経営健全化の比率につい
て、報告させていただきましたので、ご理解賜りたいと思います。

○議長（橋本憲治君）　以上で、本報告を終わります。

　　　　◎報告第１１号

○議長（橋本憲治君）　次に、日程第１６、報告第１１号　財政的援助団体の監査結果報告についてを議題といたします。議案書２５ページでございます。
　職員に報告を朗読させます。

○議会事務局長（森谷　勇君）　議案書の２５ページをお開き願います。

　それでは、ご報告申し上げます。

　報告第１１号　財政的援助団体の監査結果報告について。

　地方自治法第１９９条第７項の規定による財政的援助団体の監査について、監査委員から別紙のとおり報告があった。
　平成２４年９月１１日提出、訓子府町議会議長　橋本　憲治。

　次のページ、２６ページをお開き願います。
　平成２４年８月２３日

訓子府町議会議長　橋本　憲治　様

訓子府町監査委員　山田　　稔

　訓子府町監査委員　小林　一甫

財政的援助団体の監査結果報告について

　地方自治法第１９９条第７項の規定により実施した平成２３年度に係る次の財政的援助団体の監査結果を次のとおり報告します。

記

　１．監査実施団体名　　別紙調書のとおり

（１）監査実施年月日　　平成２４年８月２０日

　（２）財政的援助の種目等　　まちづくりパワーアップ特別対策事業補助金

　　　　補助金　　９３０，６３８円

　（３）監査の結果
　　　　補助金に関する事務については、適正に執行されているものと認めます。

　以上で、ございます。
○議長（橋本憲治君）　以上で、本報告を終わります。

　　　　◎報告第１２号

○議長（橋本憲治君）　次に、日程第１７、報告第１２号　出納検査結果報告についてを議題といたします。議案書２８ページでございます。
　職員に報告を朗読させます。

○議会事務局長（森谷　勇君）　それでは、ご報告申し上げます。議案書の２８ページをお開き願います。

　報告第１２号　出納検査結果報告について。
　監査委員から出納検査について、次のとおり報告があった。
　平成２４年９月１１日提出、訓子府町議会議長、橋本憲治。

出納検査結果報告

　地方自治法第２３５条の２第１項による例月出納検査を、平成２４年７月１０日町会計管理者等に対し執行したので、その結果を次のとおり報告します。

記

１．出納事務は適法に行われ、異状ないものと認める。

訓子府町議会議長　橋　本　憲　治　様

平成２４年７月１０日

訓子府町監査委員　山　田　　　稔

訓子府町監査委員　小　林　一　甫

　次のページ、２９ページ、３０ページ、３１ページにつきましては、説明を省略させていただきまして、３２ページをお開き願います。

出納検査結果報告
　地方自治法第２３５条の２第１項による例月出納検査を、平成２４年８月１０日町会計管理者等に対し執行したので、その結果を次のとおり報告します。

記
１．出納事務は適法に行われ、異状ないものと認める。

訓子府町議会議長　橋　本　憲　治　様

平成２４年８月１０日

訓子府町監査委員　山　田　　　稔

訓子府町監査委員　小　林　一　甫

　次のページの３３ページ、３４ページ、３５ページにつきましても、先ほどと同様、説明を省略させていただきます。
　続きまして、本日追加で配付させていただきました９月分の例月出納検査結果報告について、ご説明申し上げます。

　議案書の３６ページからとなります。

出納検査結果報告書

　地方自治法第２３５条の２第１項による例月出納検査を、平成２４年９月１０日町会計管理者等に対し執行したので、その結果を次のとおり報告します。

記

　１．出納事務は適法に行われ、異状ないものと認める。

　訓子府議会議長　橋　本　憲　治　様
平成２４年９月１０日

訓子府町監査委員　山　田　　　稔

訓子府町監査委員　小　林　一　甫

　次のページ、３７ページ、３８ページ、３９ページにつきましても、先ほどと同様、説明を省略させていただきます。

　以上でございます。
○議長（橋本憲治君）　以上で、本報告を終わります。

　日程の順序を変更して、先に審議してまいりましたが、本日の日程が終了いたしましたので、午後からは一般質問になっておりますので、午前中の審議はここで閉じたいと思います。
　それでは、午後からは一般質問でございますので、ご参集をお願いしたいと思います。

休憩　午前１１時１５分
再開　午後　１時００分
○議長（橋本憲治君）　それでは、定刻になりました。
　休憩を解き、会議を継続いたします。

　　　　◎一般質問

○議長（橋本憲治君）　日程第１４、一般質問を行います。

　質問は通告書の順序により発言を許します。

　なお、質問は答弁を含め議会運営委員会から答申された時間に制限いたしますから、簡潔に質問、答弁されますよう希望いたします。
　それでは、一般質問の発言を許します。

　７番、小林一甫君。
○７番（小林一甫君）　７番、小林です。通告に従いまして一般質問をいたします。
　まずもって、１点目につきましては、来年度の予算編成についてであります。
　来年度にむけた予算編成が間もなく始まる時期になりましたが、来期で７年目を迎える町長の予算編成時点における目玉的な取り組むものはあるのかお伺いをいたしたい。

　１として、特に重点事項として、取り組むものはあるのかお伺いをいたしたい。
○議長（橋本憲治君）　町長。

○町長（菊池一春君）　ただいま「来年度の予算編成について、特に重点事項として、取り組むものはあるのか」とのお尋ねがありましたので、答弁をさせていただきます。

町では、毎年度、総合計画の推進や私のマニフェストを具現化するための主要施策を盛り込んだ総合計画実施計画の調整を行い、次年度の予算編成作業にあたっているところでございます。
スケジュールとしましては、９月から１０月頃に調整を行い、１１月から本格的な予算編成作業に着手することになります。

このため、現時点では、来年度予算に反映する具体的な事業について、申し上げる段階にはございませんが、基本的には、町民が夢と希望、誇りがもてる豊かで安心して住み続けることができる「町民にやさしいまちづくり」を目指して、本年度の町政執行方針に掲げた７つの政策目標実現に向けて、限られた財源の中で、可能な限り必要な施策を予算に反映させていただきたいと考えておりますのでご理解賜りますようよろしくお願い申し上げます。
○議長（橋本憲治君）　小林一甫君。
○７番（小林一甫君）　ただいま、町長から予算編成に向けての考え方の答弁がございました。１１月から本格的な予算編成に取り組むということでありまして、今の時点で
は、まだ具体的なものはないというようなことで理解をさせていただきました。７つの施策目標の実現に向けて限られた財源の中で施策を予算に反映させていくということでありますが、マニフェストのとおりに今の時点では進んでいると感じておりますが、これからも多分、来年度に向けては、そういう施策を十分反映できるような事業の実現に向けて努力をされていくのではないかと思います。あまりまだ事業的に検討はされておらないということですので、中身について、深くお答えをいただくことは多分ないと思いますの
で、若干、予算編成にかかわる部分として、参考までにお伺いをいたしたいのですが、幸町線といいますか、西幸町から駅前に向けての町道の新設について、若干、予算に多分かかわっていく部分もあろうかと思いますので、来年度の予算組みに今の町長の考え方の中に取り組んでいくものがあるのか。２５年度からある程度の目途をつけていくようでございますが、その中で特に町長が頭の中に描いている来年度取り組むものがあれば教えていただきたいと思います。
○議長（橋本憲治君）　町長。

○町長（菊池一春君）　まだ基本的には、職員の各課のヒアリングを通じて、あるいは地域的な要望やさまざまなまちづくり委員会等のご意見をいただきながら、最終的に来年度の重点事項について、決めていかなければいけないというふうに考えております。
　例えば、７つの項目で言っている「安心して暮らせる福祉の町」これについて、例え
ば、これだけはというものではまだ整理しておりませんが、明日、行政報告をさせていただきます例えば北見日赤の建設に関する経費負担の問題が当然来年度以降どのような感じで財政負担をしていくのかという問題が避けてとおれないだろう。
　あるいは、これも河端議員からも質問が出ていますが、特別養護老人ホームの静寿園の増床に関する考え方をまとめていかなければならない時にきているのではないのか。
　それから２点目の「子どもたちが笑顔あふれる町」でいいますと児童センターがオープンになりますので、これらの外構について、具体化していかなければならない。
　同時にこれもまた別の質問で出ていますが、幼保一体化施設の目鼻をどういうかたちで付けていくのかということも当然出てくるのではないのか。
　それから「農商工業が元気な町」という点でいくと「くる・ネップ」周辺の環境整備事業についても当然着手あるいは計画の実施年度ということになりますので、これらについても進めていかねければならないというふうに考えておりますし、さらには、訓子府町の北西地区の畑総が２５年度事業採択、調査設計、一部着工ということが出てまいりますので、これについても進めていかなければならない。
　さらには「環境にやさしい住みよいまちづくり」でいきますと今日の全員協議会でもお話をさせていただきましたが、南７線の柏丘北地区の農地整備事業、これは平成２５年度事業採択を受けて調査設計というかたちになりますが、これらについては、同事業とはいいながら、私どもの負担が出てくることでございますので、やっていかなければならない。

さらには、３１号線の法面の改修やあるいは３３号線の道路の補修等々の以前から出ている長大路線と言ったらいいのでしょうか、これらに対する補修等のことも出てくるのではないのか。

　それから「学習、文化、スポーツ活動」で申しますと図書館の建設準備やあるいはスポーツセンターの耐震補強等のことが出てまいりますので、こうして考えてみますと非常に大型の事業がこれから予定されております。
　それから、もう既に予算のご理解をいただいておりますが、例えば、戸籍事務処理のシステム導入の事業等についても具体化していかなければならない等々を考えていきますと何を優先的に重点的に予算措置をしていかなければならないかというのは、これから企画財政課を中心にしながら、職員とのミーティング、あるいは先ほど申し上げましたように町民各位、議員各位のご意見も伺いながら新年度の予算に向けての提案をしていきたいと考えているところでございますので、ご理解を賜りますようよろしくお願いをいたします。

○議長（橋本憲治君）　質問が西幸町と駅前のを聞かれています。

　それといいのですか道路の関係は。西幸町と駅前の道路というのは、南北道路のことですよね。

　町長。
○町長（菊池一春君）　当然これは、単年度というよりも２５年度から実施設計やあるいはくる・ネップ周辺の環境整備等も含めて、一定程度の予算を投入しながら、幸町線、あるいはロータリーの整備等も含めて、来年度から実施する。金額等については、大まかにしかまだとらえておりませんが、これもまた余湖議員のほうからも質問の項目あがっているように記憶していますので、これらについてもまたもう少し具体的な話ができるかなと思っていますが、いずれにしても「くる・ネップ」周辺の環境整備については、２５年度からスタートさせていきたいと考えておりますので、ご理解を賜りますようお願いいたします。
○議長（橋本憲治君）　小林一甫君。

○７番（小林一甫君）　ただいまの何点かに分けて町長が来年度に向けての取り組みの中で力を入れていくというようなことでございます。来年度の予算編成の中で、ぜひとも取り組んでいってもらいたいというものが、私の考え方とほとんど大差がないということでありますので、この問題につきましては、１１月からの予算編成の中で十分とミーティングをされて取り組みをしていただきたいと考えております。予算編成につきましては、これ以上、質問はいたしませんが、ぜひ町民のためのまちづくりということで、来年度も力を入れていただきたいと考えております。

　続きまして、教育長に「いじめ問題について」お伺いをいたしたい。
　最近、いじめ問題が頻繁に起きておりまして、自殺をされる子どもが何人か出ております。そうした痛ましい事件を起こさないためには、学校、教育委員会なり、一体となった中で取り組んでいかなければならないと考えております。

　そこで、まず、１点目として、現時点での学校の取り組み方と対応。

　２点目として、教育委員会としての取り組み方と対応について、お伺いをいたしたいと思います。
○議長（橋本憲治君）　教育長。
○教育長（山田日出夫君）　いじめ問題への対応について、２点のお尋ねをいただきました。

ご指摘のように滋賀県大津市の中学生自殺問題など、全国的にいじめ問題が多発しておりまして、７月１７日付で「文部科学大臣談話」が発表され、取り組みの徹底が都道府県教育委員会に指示されたところでございます。道教委は、昨年度から年２回の児童生徒へのいじめに関するアンケート調査、こうした調査結果などから認知したいじめについての各学校における対応調査、いじめ問題への組織的・計画的な取り組み状況などについ
て、市町村教育委員会を通じ定期的に把握しており、本町の小中学校及び教育委員会としましては、これらの取り組みなどを活用しながら対応しております。

１点目の「現時点での学校の取り組み方と対応について」をお答えいたします。

学校としては、年２回のアンケート調査や普段の児童生徒の人間関係などについて把握することによって、いじめの未然防止に努めるとともに、いじめの事実があった場合
は、問題が大きくならないうちにいじめはどんな理由があっても、人間として許されないことなどを丁寧に、当事者を交えて話し合いを持ち、人間関係の改善に努めることとしております。

　２点目の「教育委員会としての取り組みと対応」についてのお尋ねですが、全国の事例を見ても、いじめに関して学校での早期の問題解決が困難な場合、学校のみでの解決にこだわり問題が表面化されないことが事態を悪化させていると認識しております。

本町教育委員会としては、学校と情報を共有することが最も大切と考えており、月１回実施している校長会議、教頭会議及び随時の校長報告などを通じ、いじめ問題も含めて常日頃から意見交換を行うとともに、状況に応じ教育委員会議において報告し、協議しております。

　幸いなことに、本町においては、深刻ないじめ問題は発生しておりませんが、いじめ
は、いつ発生し深刻化しないとも限りませんので、今後とも早期発見・未然防止に努めてまいります。
　以上「いじめ問題への対応」についてお答えいたしましたので、ご理解を賜りますようお願い申し上げます。
○議長（橋本憲治君）　小林一甫君。

○７番（小林一甫君）　ただいま、いじめ問題につきまして、教育長からお答えをいただきました。再質問の中で何点かお伺いをいたしたいと思います。

　私も過去に何回か一般質問の中で、いじめ問題につきましては、教育長にお伺いをしてきたところでございますが、その時点では、本町においては、いじめ問題がないということで、安心していた訳であります。最近、特に、大津の問題もありますが、道内でも自殺をされたという子どもがございます。そうした中で、本町ももはや例外ではないのかなというような感じを持っておりますので、この問題につきましては、非常に自分なりに、頭を痛めているというような部分がございます。また、再質問の中でこれらの問題の対応について、本当にどうしていったら一番良いのかというようなことをお伺いしていきたいと考えております。
　今、学校のほうでも命の大切さを教える道徳教育があると思いますが、子どもたちの指導は十分なのか。その指導が現況にあっているのか。一つひとつ聞いていきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。

○議長（橋本憲治君）　教育長。

○教育長（山田日出夫君）　日常の取り組みにかかわるお尋ねだったかと思いますが、学校教育に限らず、先生と子ども、子どもと子ども、子どもと保護者、先生と保護者、いろいろな人間関係があろうかと思いますが、どのような場面においても相手を尊重し、相手に思いやる。そのような授業であったり、ＰＴＡ活動であったり、家庭でのしつけの関係であったりということが大事だと思います。訓子府町においては、幸いといいますか、これが自然だと思うのですが、小学校も中学校も非常にお子さん総じて素直に成長されていると思います。特に、いじめのいろいろなケースを学ぶこともありますし、あらゆる教科において、道徳的な観点を指導しなさいというのは、改正された指導要領でもありますので、それにのっとり町内では、幸いなことに日常の学校の生活が概ね進んでいるものと認識しております。

○議長（橋本憲治君）　小林一甫君。

○７番（小林一甫君）　今の時点では、指導要領にのっとった中で、ＰＴＡの中、また家庭の中、学校の中でいろいろな連携を取りながら進めているようでございます。非常にこのいじめの問題は、最近、特に、インターネットなり、メール等で陰湿ないじめが非常に増えていると聞いております。そこでお伺いしたいのですが、本町の実態は、どのように把握されているのかお伺いをいたしたいと思います。
○議長（橋本憲治君）　教育長。

○教育長（山田日出夫君）　今、パソコンだとか、携帯を使った、影に隠れた陰湿ないじめのお話、その現状とその把握ということだと思います。いじめというのは、今の機器を使ったものに限らず、気付いた時には、結構進んでいるものが多いですよね。それで現れた時には、ちょっと手遅れ気味になって、周りも大人たちもちょっと慌てふためいてしまう。これがほとんど大きな事故につながっている場合の事例であります。本来、いじめというのは、もっともっと日常の中で早く芽をEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(つ),摘)むというか、気付いてEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(つ),摘)むことに集中しなければならないと思います。ただ、携帯やパソコンというのは、学校で使うというより
は、家で使うことが圧倒的におおございまして、たださえ学校でのいじめでさえなかなか気付きにくい面があるのに、そちらのは、なお難しい面があります。だから、なおこそ先ほど言ったように、学校と家庭の連携、そして、いろいろな情報を共有していくということが大事だと思います。今、学校に対しては、多くの情報を家庭に向かって発信するように、学校での取り組みはもちろんですが、そのようなことを今ちょっと手をかけ始めているところでありまして、早く対応するということにこれからなお一層対応してまいりたいと思います。

○議長（橋本憲治君）　小林一甫君。

○７番（小林一甫君）　学校としては、年２回のアンケート調査をしているということでありますが、この結果報告につきましては、教育委員会としては、きっちり把握されているものと理解しておりますが、このアンケートに基づいて教育委員会としての対応はどうされているのかお伺いしたいと思います。
○議長（橋本憲治君）　教育長。

○教育長（山田日出夫君）　アンケート結果について、いじめの定義というのは、相手が不快に思ったり悲しく感じたら、もうそれがいじめだという今の定義がございますの
で、従前というか、昔、我々が子どもの頃の時の定義とは、ずっと変わっております。だから、いじめの把握は全国的に件数的には、非常に増えております。すごく増えています。この大津の事件を契機に文科省は把握に努めておりますので、このアンケートを通じると管内でもある町は１０倍になったと言われております。これは教育長が言っていたの
で、間違いないと思います。でも訓子府の現状につきましては、数件、いじめというものは把握されました。そのうち、ほとんどが指導を含めて、子どもと先生、子ども同士も含めて解決に至っているという把握をしてございます。一部、残り１、２件につきまして
は、指導も含め、経過観察中であります。ただ、最初の答弁でも申し上げたように重篤な状況ではなく、経過を観察しながら、指導をする中で対応できるものだと認識しております。
○議長（橋本憲治君）　小林一甫君。

○７番（小林一甫君）　若干、軽微なと言いますか、まだ本当の初期の段階で指導すれば子どもたちも理解してもらえるような、そういうことと言いますか、そういう段階のものであるということでありますので、これからもやはり問題が大きくならないうちにきちんとした学校と教育委員会の中で話し合いの場を持ちながら、解決をしていただきたいと思います。

　続いて、悪質または深刻で、学校だけでは解決は難しい、例えば、中に暴力の部分入ったり、いろいろな部分が入って、学校だけでは対応しきれない、最終的には、警察にお願いするようなことしか出てこないというような時に、今、警察の協力が必要な場合、学校警察連絡協議会というものができているということでありますが、本町では、そういう部分についての協議はされたことはありますか。お伺いいたしたい。

○議長（橋本憲治君）　教育長。

○教育長（山田日出夫君）　いじめ問題がエスカレートしていくと暴力問題等、やや犯罪に近いようなことに、悲しい状況になることは、ほかの地域での事例を見ても明らかでありますが、どこの時点で警察へというのは、ちょっと言葉上では表現は簡単ですが、教育の場では、そう簡単なものではないと私は思っております。その前に十分、繰り返しになりますが、しっかり現場で、学校の現場、そして教育委員会、父兄、ＰＴＡも含めて、しっかりと対応することが重要で、まだ訓子府で事例が起きていないものですから、想定しながら、なかなかお答えづらいのですが、教育の場で解決できるものは、きちんと教育の場で解決できる体制づくりをこれからもがっちりとしっかりと目指していかなければならないと思います。頭から警察という、２文字を連想して、いじめ問題の対応をすると私はちょっとそれるのではないかというEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(きぐ),危惧)を持っております。学校、教育委員会、父母、連携に意を尽くしてまいりたいと思います。
○議長（橋本憲治君）　小林一甫君。

○７番（小林一甫君）　お話はよく分かりました。教育の場で起こったことは、教育の場で解決をしていくというようなことでありますので「警察が介入して問題を解決するようなことでは決してないです」とただいま教育長の力強い答弁がございました。私も同感するところでございます。いじめの問題につきましては、一長一短解決する問題でもありませんし、父兄の取組み方、学校の取組み方、教育委員会の取組み方、そして子どもたちと４者が本当に一緒になって解決をしていかなければならない大事な問題だと思います。いじめの問題につきましては、以上で質問を終わらせていただきますが、教育長には、私は何回もいじめの問題についてお伺いをしてお答えをいただいてきておりまして、本当に私としては、助かってきました。長い間、教育長として、ご尽力いただきまして、またご指導いただきましてことをこの場をお借りしてお礼申し上げて、私の質問を終わります。どうもありがとうございました。

○議長（橋本憲治君）　７番、小林一甫君の質問が終わりました。
　ここで、午後１時４５分まで休憩をしたいと思います。
休憩　午後　１時３５分

再開　午後　１時４５分

○議長（橋本憲治君）　休憩前に戻り、一般質問を継続いたします。
　次に、１０番、上原豊茂君の発言を許します。
　１０番、上原豊茂君。
○１０番（上原豊茂君）　１０番、上原です。通告書に従いまして、私の一般質問をはじめたいと思います。
町民が安全・安心を実感できる施策についてということであります。
内容は、大きく２点ありますが、はじめたいと思います。

　昨今の気象災害は、過去のデータによる想定が不可能と思えるほど、さまざまな地域で頻発しております。
　これらを踏まえると災害の少ない地域と安堵していることはできません。自治体とし
て、可能な備えを考える必要があるとの思いから、平成１６年、平成２３年の一般質問を踏まえて確認をしたいと思います。

　さらには、町民の命を守る自治体の使命の観点から、医療受診にかかわる質問をいたします。町長の考えを伺いたいと思います。

　１つ目ですが、自然災害への備えについてであります。

　昨年６月に洪水ハザードマップにかかわる質問をしておりますが、町民が分かりやすく納得できる説明を期待し、数点について考えを伺います。

　１点目は、ハザードマップは、道開発局網走開発建設部のデータにより作成され、町が印刷し配布しているが、町としての防災についての判断は、どのように盛り込まれているのか説明をいただきたい。

　２点目は、鹿の子ダムの貯水目的とその管理基準について、お示しをいただきたい。
　３点目は、近年のゲリラ豪雨を踏まえた降雨への認識と対策について、伺いたい。
　４点目は、災害発生時の避難は、ハザードマップを基本とするのか。それについてもお聞かせいただきたいと思います。
　２点目の質問ですが、誰もが安心して医療を受けられる施策の充実についてであります。

　平成２３年１２月議会における「生活困窮者医療費扶助」にかかわる問いに対して、実効性のある制度見直しの取り組みを表明されたが、その進捗状況と基本的な考え方について伺いたいと思います。

　以上であります。
○議長（橋本憲治君）　町長。
○町長（菊池一春君）　「町民が安全・安心を実感できる施策について」大きく２点のお尋ねがありましたのでお答えをさせていただきます。

　まず、１点目の「自然災害への備えについて」であります。

　前段でハザードマップの概要について、改めてご説明させていただきます。

　ハザードマップとは、台風や大雨などによる風水害や土砂災害、突発的に発生する地震などの自然災害による被害を予測し、その被害範囲を地図化し、予測される災害の発生地点、被害の拡大範囲及び被害程度、さらに避難に関する資料をまとめたものでございます。

　また、自然災害の種類によって、洪水・土砂・地震・火山・津波などのハザードマップがございます。

　このうち洪水ハザードマップは、国や道が洪水予報を行う洪水予報河川及び水位周知河川に指定された河川において、水防法に基づき各河川管理者は降雨等により、河川が氾濫した場合の浸水が想定される区域とその深さ（水深）を公表することとなっており、その浸水想定区域を含む市町村は、浸水想定区域の結果を基に、水害時に迅速な避難を確保するための必要な事項などを記載したハザードマップを作成し、住民などに周知することとなっております。

　最初に「ハザードマップは道開発局網走開発建設部のデータにより作成され、町が印刷配布しているが、町としての防災についての判断は盛り込まれているのか」とのお尋ねにお答えをさせていただきます。

　訓子府町洪水ハザードマップは、網走開発建設部が管理する常呂川と北海道が管理する訓子府川の洪水氾濫などによる浸水想定区域の資料を基に、「町が避難場所、避難情報の伝達情報、避難時の心得など必要な事項を記載し、住民が自分の住んでいる地域が洪水氾濫等にどのような浸水被害をうけるのか認識を深めていただき、緊急時の水防、避難活動等に活用していただける」ように平成１７年度に作成し町民に配布、さらに平成２２年度に改訂版を作成し町民などに配布したものであります。

　次に、「鹿の子ダムの貯水目的とその管理基準について」とのお尋ねですが、鹿の子ダムは流域の総合的なEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ちすい),治水)・EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(りすい),利水)対策を図る多目的ダムとして昭和５８年に完成したものでございます。

　鹿の子ダムの目的としては、大量に降った雨が一度に常呂川に流れるのを防ぐ「洪水調整」、雨が降らない日が続いても常呂川の水がなくならように、ダムに貯めている水を下流に流す「流水の正常な機能の維持」、常呂川沿岸の畑などのかんがい用水を補給する「かんがい用水の補給」、北見市などへの「上水道用水の補給」など色々な役割をもつ多目的ダムです。

このように鹿の子ダムは多目的ダムであることから、ダムに水を貯めておいて使うというEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(りすい),利水)の役割と洪水のEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ちょりゅう),貯留)に使うというEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ちすい),治水)の役割の両方をバランスよく管理しているもので、ダムの貯水は洪水用の容量と利水用の容量を別々にもっているものでございます。

　ダム管理の仕事としては、洪水時の管理であるEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(こうすい),高水)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(かんり),管理)、通常時の管理であるEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ていすい),低水)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(かんり),管理)、ダム機能維持のための施設管理の大きく分けて３つの仕事があります。

特に、洪水時のEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(こうすい),高水)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(かんり),管理)として、上流域からの流入量やダム貯水位の監視を行い、洪水をダムに貯め込みながら、下流に流す水の量の調整を行って、洪水調整を行っております。 

次に、「近年のゲリラ豪雨を踏まえた降雨への認識と対策について」とのお尋ねです
が、近年、大雨や大規模な地震、竜巻などの自然災害が多発し、尊い命が失われております。気候の変動などで起こる局地的で短時間に大雨を降らせる「ゲリラ豪雨」が全国各地で頻発し、急な河川増水による氾濫などで住宅被害や土石流災害など多くの災害が発生
し、大災害が発生することが増加傾向にございます。

局地的集中豪雨は近年、本町も含めたオホーツク管内でも多発傾向にあり、本町においても局地的大雨が昨年は、８月から９月にかけて毎週のように発生し、今年も７月５日及び７月２５日には、町の中心部では多くの降雨量ではなかったものの、一部地域で局地的に大雨になり、被害が発生しております。

議員が言われるように、気象データなどによる想定が不可能なゲリラ豪雨などは、町が管理する普通河川の中小河川においては、流域面積が小さく延長も短いことから、洪水到達時間も短く、急激に河川水位が上昇し、氾濫に至ることもあり、周辺農地などに被害が発生しているところでございます。

これらの突発的な局地的集中豪雨などに対しましては、気象警報の発令や災害の発生が予想される気象状況等、さらに、地域住民の方々からの情報もいただきながら、頻発する局地的な集中豪雨の被害を防ぐため、水害における初動体制マニュアルに基づいて、越水の恐れがある危険個所を中心に全町内でパトロールを行い、被災状況などの情報収集を行っているところであります。

また、それらの情報などにより、河川等の越水、道路破損などの恐れがあり、被害の拡大が予想される場合は、関係機関と協力しながら必要に応じて土のうの配置や交通規制などを行い、被害を最小限に食い止めるための対応を行っているところでございます。

さらに、大きな被害が予想される場合には、地域防災計画に基づき災害対策本部を設置し、総力をあげて防災対策に努めているところでございます。

次に「災害発生時の避難はハザードマップを基本とするのか」とのお尋ねですが、前段申し上げましたように自然災害は、地震・大雨・竜巻や突風、大雪など、さまざまな原因があります。

訓子府町洪水ハザードマップでは、常呂川と訓子府川において洪水氾濫などの水害時に迅速な避難を確保するために避難場所を指定しているものであり、それぞれの災害原因や被災状況などにより避難の方法が異なり、それらの状況に応じて町地域防災計画で指定している一時避難場所や避難所などに避難していただくこととなります。

被害を最小限にとどめ、生活の安全・安心を得るためには、日頃からそれぞれの自然災害に応じた避難場所や避難経路の確認、非常持ち出し品など日常からの備えが大切であ
り、住民の災害に対する意識啓発を図っていく必要が重要であると考えております。

このため、毎年９月１日の「防災の日」にあわせ、広報紙で周知しているほか、本年度は広報紙とともに、避難所の一覧や災害に備えるための情報を折込みさせていただきました。さらに、今月末には、地域住民や防災関係機関が参加し「自助・共助」をテーマに総合防災訓練を実施いたします。

また、昨年の東日本大震災以降、町民の方々も防災意識を高めようと、昨年と今年、町内会の一部グループから防災講話や避難所の見学を依頼され、説明させていただき、徐々にではありますが町民の防災意識の広がりを見せており、今後も防災意識の啓発に努めてまいります。

自然災害から町民の皆様が安全で安心して暮らし続けるためには、行政による「公助」はもとより、自分たちで防災する「自助」、身近な地域コミュニティによる「共助」が必要であり、それらが連携した体制づくりに努めてまいりますので、ご理解をいただきたいと存じます。

　２点目の「誰もが安心して医療を受けられる施策の充実について」昨年１２月議会の一般質問で上原議員からご質問のありました生活困窮世帯医療費助成制度についての見直しの進捗状況と基本的な考え方についてのお尋ねですが、生活困窮世帯医療費助成制度につきましては、助成の要件が、「当該年度の町民税非課税世帯で、居住の用に供する土地及び家屋以外の不動産を保有しておらず、町税等の過年度分の未納額がない世帯に属する
方、さらに医療費を先に支払う必要があること」となっており、なかなかこの要件に合致しないことから平成１０年度から助成の実績等がないところでありますが、相談の内容によりましては、生活保護申請につなげる対応をしてきているところでございます。

　基本的な考え方につきましては、現在の生活困窮世帯医療費助成制度につきまして
は、議員が言われる助成条件を緩和してとなると対象者が相当な数になることが想定さ
れ、財政的にも厳しいものがありますので、現在の制度を見直して存続することは、制度的には馴染まないと考えているところでございます。

しかし、１２月議会で議員から「我が町の生活困窮者は、少なくても医療費がないために医療を受けられずに命を落とすことだけはないようにして欲しい」とのご指摘をいただいたところですが、私もその点は全く同感でありまして、そのようなことがあってはならないと考えております。

その意味からも、今まで助成実績がなかったとは言え、生活困窮者のための医療費助成制度が皆無になってしまうのは、いかがなものかという思いもありますので、その代替案としまして、現在、社会福祉協議会が実施しております「福祉資金貸付事業」というものがありますが、これは「経済的な理由で一時的に資金を必要とする町民に対して、その経済的自立及び生活意欲の助長促進を図り、安定した生活を送れるようにすることを目的とする」無利子の短期資金でありますが、この貸付事業に対し町が原資を用意して貸付枠の拡大を考えており、今、その運用方法など具体的な内容について、社会福祉協議会とも協議を重ねているところですが、他の市町村の事例も参考としながら予算編成時期までに
は、内容を固めたいと考えております。

いずれにいたしましても、生活困窮世帯医療費助成制度に代わる町民の皆さんが一時的に困った時に応援できる利用しやすい制度として、平成２５年度にスタートできるように検討してまいりたいと考えております。

　以上、お尋ねのありました２点について、お答えさせていただきましたので、ご理解を賜りますよう、お願い申し上げます。
○議長（橋本憲治君）　上原豊茂君。
○１０番（上原豊茂君）　今、私の質問に対して説明をいただきましたが、このハザードマップのデータ整理と情報提供に対しては、町がその状況を掌握しながら、町民にハザードマップの配布をしているということであります。このハザードマップの関係でいきますと今、町長が説明されましたように降雨に対する対応、水防関係の情報ということであります。ややもするとこのハザードマップのいろいろな場面に対してきっちり洪水避難地図と書いてありますが、一般的には、すべての災害に対する対応という形で認識する住民の方も多いのではないかというふうに思う訳であります。当然ここで洪水ハザードマップが出ている訳ですから、私はある意味では、ほかの災害に対する避難についても同じように町民に対して情報提供していく。避難の方法等について、危険箇所について、明示をしていく必要があろうかと思いますが、その辺について、どのようにお考えを持っておられるのかお聞かせいただきたい。
○議長（橋本憲治君）　総務課長。
○総務課長（林　秀貴君）　町長の答弁でもございますように、ハザードマップは、災害に応じて、大雨、土砂災害や地震、津波とか、いろいろなハザードマップがございます。答弁申し上げましたように、うちの町では、河川にかかわる常呂川、訓子府川の浸水想定区域の情報を基に、その想定が起きた場合に、その避難経路等をお示ししたところの洪水ハザードマップを平成１７年に配付し、平成２２年度に改訂版を出したところです。議員言われるように自然災害は、洪水だけではございません。そのようなことを踏まえまして先進地等では、防災マップ、どのような災害が起きた場合の避難経路等を含めた防災マップというのが、今、先進市町村では、つくっているところもございますので、その辺も参考にさせていただきながら、本町の中でも鋭意検討してまいりたいと思いますので、ご理解賜りたいと思います。
○議長（橋本憲治君）　上原豊茂君。

○１０番（上原豊茂君）　ぜひ、今、課長が説明されましたように先進地の事例を十分検討しながら、防災マップの作成にも取り組んでいただきたいというふうに思います。いずれにしても命に代えられないことでありますから、ぜひ、長期にわたる対応でなくし
て、早々な対応を考えていただきたいというふうに思います。
　次の鹿の子ダムの貯水目的とその管理基準についての件でありますが、多目的ダムだということは以前から説明を受けておりますし、そういう認識を持っているところであります。
　ある場面での話の中で、これは公式な会話でないから分かりませんが、このダムにかかわっているそれなりの立場の人間が、この管理に対しては、例えば、放水、前回４０
ｔ、これは毎分なのかちょっと記憶にないですが、４０ｔの放水が最大放水量という考え方を示されておりました。説明を受けました。
　例えば、４０ｔの放水最大量では、４０ｔの水が入ってくる状況というのは、どういう状況なのかということになると思うのです。これは何でこうなるかというと例えば、放水するためにどういう想定をして放水するのか。要するに目的がいっぱいあるのです。貯水の目的もあるのです。もちろん水を管理するという意味では、水量調整という意味も持っているということでありますし、まったく逆の給水を目的とした目的も持っているという点からしますとある場面で、先ほど途中でやめましたが、かかわる人がぎりぎりまで放水はしないというような発言もされていたというふうに伺っております。ということは、我々下流に住む立場としては、どういう想定ができるのか。どんな情報を持って、いろいろな状況を判断をすればいいのか。その辺がまったく見えてこないということが１点あります。その辺について、例えば先ほど言いましたように最大４０ｔの放水とすれば、４０ｔの水が入ってくる。それ以上の水が入ってくるという状況の中で、放水をしなければならない。その辺の積算の基準というのは、どうなっているのかというのをお聞きしたい。それが分かれば、当然放水を管理する状況というのが読めてくる訳ですから、その辺について、もし分かればお示しをいただきたい。

　もう１点は、以前の一般質問で、常呂川、訓子府川の堤防越水降水量の関係でありますが、想定は２日間で２００ｍｍという想定でいるという話がございました。この２００ｍｍ、２日間というのは、現状、先ほども後段の質問でもありますが、昨今起きている降雨の状況からするとそういう想定で十分なのかという懸念がある訳ですが、これらについ
て、どういう想定ができているのかお示しをいただきたいと思うのと２３年６月の一般質問で、もし放水した時の水がどれくらいでどこに到達するのだという質問に対して、置戸小学校まで２時間という回答をいただいております。これも訓子府までどれだけの時間がかかるのかというところが我々にとっては極めて大事でありますし、あまり細かくはあれですが、条件によって、相当変化があるだろうというふうに私、素人としては考える訳ですが、この辺も含めてお示しをいただきたいと思います。
○議長（橋本憲治君）　総務課長。
○総務課長（林　秀貴君）　今、鹿の子ダムも含めた関係で、４点のご質問かと思われますが、まず、第１点目の鹿の子ダムの最大放水量４０ｔというご質問ですが、まず、ダムの仕組みというものをちょっとご説明申し上げたいと思いますが、先ほど、町長の答弁にございましたように、この鹿の子ダムは多目的ダムでございますから、利水と治水の目的があるということで、非洪水期と洪水期で貯める水の高さが違うということです。それで今は洪水期でございますので、それと最大水だめとして降水量を貯める高さでいえば、約１５ｍで、洪水期の洪水貯水量というのが、２，５００万ｔございます。その中で、このダムが計画された時の最大の上流から入ってくる流入量が毎秒４６０ｔを想定してお
り、その中で最大４０ｔを流すということが、このダムの計画となっております。
　もう１点、通常、下流域に影響を与えたら困りますので、通常２０ｔまでであれば下流域に影響を与えないというか、通常流れている川の水位以上に水位が高くならないということでございます。２０ｔまでは２０ｔ流れてきたらそのまま２０ｔ流すと。上流の洪水から洪水量に応じて最大４０ｔまで放水して、後は先ほど前段に言いました２，５００万ｔの中で洪水を貯めるという構造になっていることでございます。

　２点目の管理基準の洪水の調整のこともそのようなかたちでやっているということでご理解いただきたいと思います。

　２日間雨量の関係でございますが、洪水ハザードマップには、２日間で５０年確率として、２日間総雨量が１８９．７ｍｍということで、昨年の第２回定例会の時で、その辺のご質問があって、その場で資料がなくてお答えできなくて、後日お答えした状況と重複しますが、２日間総雨量というのが、一般的にその洪水や計画ダムをつくる時に使う雨量にはなくて、日雨量というのを普通は使うということで、境野であれば、５０年確率で１４３ｍｍ、１００年確率でいけば１６５ｍｍというのが、日最大雨量ということになっております。前回もお答えしているのですが、２日間の総雨量の事例でいきますと平成１８年で２日間で１６３ｍｍ、１５年で１４８ｍｍ、１０年で１４１ｍｍ、１９年で１０２ｍｍというようなかたちになっているということでございます。そのような中で、洪水ハザードマップというのは、川自体の堤防の中に危険箇所というのが、堤防が弱かったり、そういうカーブしていて外側が弱いとか、いろいろなところがございます。そういうところ
で、何箇所かがそこは河川事務所、開発局で把握していて、そこから堤防が決壊した
り、越水した時に、５０年の確率のこの１８０ｍｍを流した時の浸水区域をシュミレーションしているということで、ご理解いただきたいと思います。
　４点目の放水時間の関係でございますが、前回もお答えしていますように、先ほど言った鹿の子ダムの最大の１秒間に４０ｔを流した場合の到達時間で申し上げますと置戸小学校の観測所でいけば２時間か３時間で到達する。ちょっと訓子府で観測所はないので、上常呂にあって、その間ということでの想定でございますが、常呂川の頭首工あたりで
は、最大４０ｔを流した時に３時間から４時間程度ではないかというように聞いております。
　以上でございます。
○議長（橋本憲治君）　上原豊茂君。

○１０番（上原豊茂君）　いずれにしても、このダムが放水するということと放水する時というのは、当然それなりの降雨の状況が厳しいという時な訳ですね。そういう中で、これらの状況変化が起きるということがどれほど下流に住む人間にとって恐怖なのかということもしっかり認識された中での情報提供が必要でないかと思う訳であります。前回もありましたが、例えばこれから、もし国が一定の情報提供の変化が国の考えが改定されれば防災計画を含めて検討しますという回答でありました。もし、そういう時が近々あるとすれば、当然今、説明あったような最大放水流量、１秒間に４０ｔ、それが今説明のあった時間の到達等も含めた情報提示というのが必要になってこようかと思いますので、ぜひそういう意味では、この最初と２回目のハザードマップの情報とはもっと一味違う、そういう情報提供ができるような体制を頭に描いておいてほしいというふうに考えるところであります。
　次の３番目のゲリラ豪雨の関係であります。

　今、おそらく課長が説明された中では、これらも想定したダムの管理状況の中で調整ができるというふうに踏まえていらっしゃるのではないかというふうに認識するところでありますが、当町で先ほど町長の回答の中にもありますが、いつ起きるか分からないという認識は誰しもが持っていることだと思いますが、特に、先ほどの回答にありました小河川については、エリアが狭い、集中的にきた時に受けきれないという状況が生まれる。それにさらに本流の水量が上がった時に、どういう状況がうまれるのかと。非常に厳しい状況になるのではないかというふうに思う訳であります。うちの一級河川の河川敷地内における状況というのは、皆さんご承知のとおり非常に立木が多いという状況があります。ここで再度確認したいのですが、課長が説明された水の流れ受けというのは、あの立木があの状況にあるということを前提とした説明なのかどうなのか。もし、そこに問題があるとすれば、この後の対応は、どういうふうに考えるのか。これは訓子府川、常呂川もそうなのですが、非常に昨今、状況が変わってきているというふうに考える訳ですが、その辺についての説明をいただきたいと思います。
○議長（橋本憲治君）　総務課長。

○総務課長（林　秀貴君）　今、上原議員から河川敷地にある立木がそのことを考慮した中のそういう洪水の対応、洪水計画も含めた対応を考慮したような計画になっているかとのご質問かと思いますが、立木等の自然に生えてくるとか、そういう立木に関しての計画的なそこを考慮して計画をしているものでございません。それは、日々の日常管理の管理者がその辺を含めた中で適正な管理をしていく中で、そういう阻害するものを除去していくという形が一般的な維持管理の中で行われる中でやっているということでございますので、ご理解いただきたいと思います。
○議長（橋本憲治君）　上原豊茂君。

○１０番（上原豊茂君）　そうであれば、しつこいようですが、今の環境の中でどの程
度、今説明された条件がマイナスを起こすのか。要するに流量を受ける水の量がどの程度制限されるのか。その辺について、もし分かれば説明いただきたいのともう１つは、この後、これらの環境をどう改善しようとしているのか。その動きについてもお示しをいただきたい。
○議長（橋本憲治君）　総務課長。

○総務課長（林　秀貴君）　再度、阻害する立木等がそういうところで、どういうような予想を立てているかということでございますが、例えば、通常川は流れていって阻害するような木とか何かがあれば、そこに物が引っ掛かって、それが越水するという可能性が十分にあるということは、十分に認識しているところでございますが、そのことが、その計画として、計画的な計算として、その部分を含めてやっているということでは、まずございませんということをご理解いただきたいと思います。
　それと例えば、今言われています河川敷地内にそういう阻害するものが多々あるということであれば、そういうところを早急に確認しながら、各河川管理者にその辺を要望して除去するように要望をしていきたいと思っております。
○議長（橋本憲治君）　上原豊茂君。

○１０番（上原豊茂君）　阻害する条件があればというのも、課長は百も承知で話していると思いますが、それがいっぱいある訳です。これらの処理に対して、なかなかこれを暖房に使うというのも町長程度でほかの人はなかなかないというのが現状でないかと思う訳であります。その点からしますとこれは道で管理する国で管理するという見方をするとこれらの立木を取り除いて処理する１つの方法として、今、暗渠の排水素材不足等々もある訳ですから、それらに持ち込んで活用するという手法も含めて提案し、できればうちの町で補助金を引っぱってきて、何かを起こすという方法も考えていいのではないかと思うほど、これは金儲けをするのではなくて、いかに住民の安全を確保するかという点でいくとそういう労苦も惜しんではいけないというふうに私は考えていますし、これらについ
て、例えば、管理者はどのような見解を持っているのか、その辺の町としてのやりとりがあったのかどうか、それについてもお知らせをいただきたい。
○議長（橋本憲治君）　建設課長。

○建設課長（伊田　彰君）　今、一級河川の区域外、常呂川の部分の開発局とのお話の部分でございますが、議員言われる部分の前段も含めて、北見河川事務所とは、こういった計画時点についての立木の話も受けていない状況でございまして、そういった意味で
は、どれぐらいの阻害率をもって計画しているかも含めて、ちょっと先ほどの答弁とちょっとずれる部分ございますが、今後、河川事務所と協議というか、教えてもらうような形で進めてまいりたいと思うこととそういった意味では、河川管理者と絶えず密に連絡を取りながら進めたいと思いますので、ご理解いただきたいと思います。
○議長（橋本憲治君）　上原豊茂君。

○１０番（上原豊茂君）　今、回答いただいた点については、間髪を置かずに対応、対策を練るような動きを期待しておりますし、ぜひ、そうであろうというふうに考えるところであります。もちろん、一級河川の問題もさることながら、以前もお話しましたが、支線の小河川の対応についても最初に申し上げましたような災害マップにきちんと状況を情報提供という意味で載せていくということも考えていただきたいと思います。以外と何でもないと思っているところで、とんでもない災害が起きているということも今までもありましたし、これからも先ほど申し上げましたように最近のゲリラ豪雨の関係を考えますといつどこで起きるか分からないという点では、非常に懸念される訳であります。これについての対策を十分にとっていただきたいというふうに考えております。

　次の災害発生時の避難の関係であります。これについては、平成１６年９月の一般質問の説明によりますと回答の中で、避難弱者の対策の関係でありますが、障がい者や高齢者に対して、例えばこういうマップを配布してもそれを解読できないとか、なかなか理解できないという状況があるだろうと。そういう対策をどうするのかという質問に対して、個別説明を中心にした避難に対する理解を得る努力をするというふうに答えております。現状は、それはどのように対応されているのかお聞かせをいただきたいと思うのともう１つは、先ほど回答の中にもありましたから、少しずつ変わっているのかと思いますが、自主防災組織の強化に努めるという回答をいただいております。これらについて、どのような当時からの変化が起きているのか。その辺について、説明をいただきたいと思います。
○議長（橋本憲治君）　総務課長。
○総務課長（林　秀貴君）　今、平成１６年時の定例会におけるハザードマップを翌年配付した訳ですが、その辺の周知の特に避難弱者というか、そういう方への対応ということでございますが、その後、各単位老人会にこのようなことで説明会を行いたいということで希望の単位老人会へ出向いて、確かな記憶は今ございませんが、半分以上の単位老人会含めてその辺を説明し、周知をしたところでございます。

　それと障がい者の関係でございますが、確かに障がいの種類によっても、この周知方法というのが、議員ご存じのように変わってくるという問題もございます。その辺も含め
て、先ほど議員からも提案がありましたように今後のハザードマップが改訂になる時にその辺も考慮した中での工夫をしながら周知に努めてまいりたいと思いますので、ご理解いただきたいと思います。
　それと自主防災組織の関係でございますが、これにつきましては、災害は言われているのが公助だけではなくて自助、共助という、その辺も含めた中での連携が必要だということで、先ほど町長が答弁申し上げたように東日本大震災以来、そういう防災意識も芽生えて、そういうところで防災講話等もお話いただきたいということもお話がありましたの
で、町担当者が出向いて、その辺も徐々ではありますが、そういう意識が広まりつつあるということで、できれば自治会単位のそういう自主防災組織等が立ち上げるようなことも含めた先進地を見ながら、その辺の工夫もしてまいりたいと思いますので、ご理解いただきたいと思います。
○議長（橋本憲治君）　上原豊茂君。

○１０番（上原豊茂君）　ここで１つは、以前の回答とちょっとニュアンスが変わった対応をしているという点が、個別説明を中心にという部分でいくとそれはなされていないと。老人会を中心に説明したということなので、例えば、老人会は、そこに出てこられる人たちはいいのですが、むしろ、その会合にも出てこられない人、かつて、末広の住宅で火災があった時に、まったく気が付かない。隣が火災にあっているのに、避難の気配もなかったという方が実際におられた訳です。そういうところを考えますとやはりどういうふうにいろいろな情報が伝達されてくるのか。こういう時は、こういう対応をというのをしっかり伝えていくという努力も必要かと思いますので、その辺についても何らかの工夫をしていただきたいと思います。
　それともう１つは、この避難場所の関係でありますが、避難施設について、問題はないのかというところであります。先ほど前段の小林議員の中で町長もお話ありましたが、スポーツセンターの耐震化の問題でありますが、こういう避難、ましてや中心的な避難施設となっているというところでありますから、これは早急にその対策をとる必要があるだろうというふうに思う訳であります。そういう点からするとやはり避難する人が安心してその場所を選んで来られる。前回の一般質問の中では、本当にあの場所が適切なのか。浸水するという地域にあるところに避難してくるということは適切なのかという質問もさせていただきました。それに加えて、耐震強度がないということは、非常に問題があるだろうというふうに思いますが、この辺についての考え方もお聞かせいただきたい。
○議長（橋本憲治君）　総務課長。

○総務課長（林　秀貴君）　まず、スポーツセンターの耐震化も含めた避難場所も含めた質問でございますが、先ほど町長答弁でお答えしましたように、災害の種類によって、避難場所や避難経路が変わってくるということを含めた中でのお話でございますが、洪水であれば今言われたようなスポーツセンターが避難場所になっている。例えば地震の場合
は、そういう建物等の危険性がない一時避難場所と言われているグラウンド等にまず一時避難していただいて、その後、自分の家が倒壊したり、家が壊れたりして住めない場
合、避難所のほうに移って生活をしていただくということが前提になっているということで、まずご理解いただきたいと思います。
　それとスポーツセンターにつきましては、議員が言われるようにうちの公共施設でいえば、学校は、特に早い時期にやって１００％の耐震化を進めたところですが、残っておりますスポーツセンターは、昭和５３年の建物でございますので、耐震診断はまだ行っておりませんが、その耐震診断によって、耐震か耐震に耐えられないというか、震度６には耐えられないという構造が危険性があるという建物でございます。今、この社会体育施設ということが財源的に国の補助金がない建物というものでございます。それでその辺を含めて東日本大震災以降、多くのスポーツセンターや体育施設が避難所となっておりますの
で、それとうちのスポーツセンターでいえば、暖房等の更新時期にきている。耐震化とあわせてやらなければならないというところを含めて避難所としてのそこも含めた補助の要請を行っているところで、その辺を含めてちょっと国や関係機関含めて要請しているところでございます。

　それと今現在、スポーツセンターでいえば、対象はちょっと今申し上げられません
が、起債の対象にはなるのですが、やはり有利な財源の中でその辺を含めたところを適正に見極めながら、スポーツセンターの耐震化について、検討してまいりたいと思っております。
○議長（橋本憲治君）　上原豊茂君。

○１０番（上原豊茂君）　１点、回答いただいておりませんが、個別の避難説明といいますか、災害時の対策、対応は今後も考えないのかどうか、その点について、お聞かせ願いたい。
○議長（橋本憲治君）　総務課長。

○総務課長（林　秀貴君）　積極的に先ほど申し上げたように、そういう機会を見つけて先ほど言ったグループ等も各町内会とか、そういうところを含めて積極的に個別な避難経路や避難場所、それと町長の答弁でお答えしましたように今月末に２年に一度やっている防災訓練等もあります。その中で、自治会のほうからも４町内会ほど、そういうところに参加していただけるということもございますので、その辺も含めた避難誘導というか、避難に対しての啓発に努めてまいりたいと思っております。
○議長（橋本憲治君）　上原豊茂君。
○１０番（上原豊茂君）　前段で申し上げましたように洪水だけが災害ではないということも含めて、住民の命を守るという観点から、さまざまな災害に向けた対策としてのハザードマップをつくりあげていただきたいと思います。これを作成する時には、そこに住んでいる人たちの条件、情報というのをきちんと収集した中での方向性を定めていただければ、より成果の上がる結果に、結果的に皆がそれにしたがってもらえる。喜んでもらえるものが出来上がるのではないかというふうに思いますので、その点は、ぜひ努力をしていただきたいというふうに考えるところでございます。
　では、最後の医療費の関係の問題であります。
　町長の回答にありましたように、さまざまな要件制限による実績のない医療費扶助でありましたが、代替案としての検討をすすめているという話でありました。おそらく相当煮詰まって方向は定まっているのだろうと思いますが、その時が今時期ではないかという想定の中で、今回この質問を入れた訳であります。非常に条件等々の制約によって活用されないという、そういう制度では、何の意味もない訳でありますが、生活保護制度との関係で考えますとこの代替案も生活保護制度につなげていくということを前提にした考え方かというふうに認識しております。最近、生活保護を受けることを悪とするような報道が頻繁に流れていると。それもちょっと取り違えるような、家族が、子どもが親を見るのは当たり前とか、うんぬんとかということになっています。しかし、私はここで、誰がどういうふうにするべきなのかという以前に、その制度として、どういう内容なのかということをしっかりやはり伝えていくということが必要だと思うのです。今、おそらく生活保護を受けたらどうですかというと、あれほど芸人も含めたバッシングを受けているとおそらく子どもたちに迷惑がかかるからといって、生活保護の対象になることを嫌うという方々も多々いらっしゃるというふうに想定します。それらも含めて、本来のこの制度の実態というのはきちんと伝えていくということも必要だと思いますし、次のこの医療費補助の医療費に関する支援の制度も十分そういうことも説明の中に入れた制度としていくべきだと思いますし、私はあえて踏み込んでいえば、どこかで当然返すということをこれは前提にしておりますが、扶助費としての意味合いを持つような部分をきっちり持った制度になっていけばというふうに思いますが、その辺についての考えはいかがでしょうか。
○議長（橋本憲治君）　副町長。
○副町長（佐藤明美君）　前回の一般質問の中で、私が答えさせてもらったことがございますので、行きがかりとは言いませんが、知識ないのですが、私から答えさせていただきます。
　まずもって最初に、その生活保護に対するマスコミも住民も我々もそうかもしれませんが含めて、見方については、上原議員言われるようにごもっともだと思います。必ずしも福祉施策の中で生活保護をするということを助長する訳ではありませんが、今回のこの制度、今、うちの制度をやっている部分については、道の社協でも貸付金制度がございまして、それと扶助費の部分でいう給付の部分と考えてもらえばいいのですが、その隙間の部分をたまたまうちの制度では埋める部分が少ないという状況があって、上原議員にもお話しましたように、この部分をどうやって使いやすくできるかという部分があって、今、町長の回答の中にもご説明させていただきましたが、この部分には、すぐにお金を出せるという状況が一番望ましいかたち、必要な時にという、それでいきますと以下いうように扶助費になるのか、貸付金になるのか、それとも違う法人や社会福祉協議会と話ました
が、その部分に出資をして、貸し付けをするのか、いずれにしても扶助費とか、町の会計の問題でいけば、公平という部分でいけば、すぐに出すということが難しい部分があっ
て、先ほど町長の返答の中で、社会福祉協議会を通したらどうだという話のまだ決定ではありませんが、協議をされているという部分がございますので、この部分のやはり会計法上の大きな壁というのがございまして、上原議員の言うように必要な時にすぐ出せる状況をどうやってするかというのが、今、壁として立ちふさがって、他の先進地事例なんかも函館市だったと思うのですが、そういうようなかたちで、かたちを変えてでもどうやって出せるかという部分、道社協、今までの扶助費、生活保護の部分もありますが、その隙間の部分を少しでもあるとすると埋めていきたいという考え方のもとで、今言いましたように一番最初の答弁でも言いましたように、そういうかたちで進めている。今ちょっと中間の部分で止まっているというのが現実でございまして、必ずしも扶助費がいいのか、貸付金がいいのか、それとも他の団体を通して出資をして行うのがいいのかというのは、ちょっと今決めかねているところですので、必ずしも扶助費に全部するべきだという考えはございません。
○議長（橋本憲治君）　上原君、残り３分でございます。
　上原豊茂君。

○１０番（上原豊茂君）　いずれにしても実効性があって、本当にその制度によって救われると実感を持てるような、そういう制度の作成が必要だと思います。いろいろな報道によりますと生活保護費の半分が医療費扶助になっているというような報道もあります。ここである人の論評によると貧困ビジネスという表現をした病院が利益を得るために生活保護費を受けている人にどんどん医療費を加算させていくというような、そういう手法をとっているというような批判も書かれています。どうかそういう、いろいろな問題もありますが、うちの町の住民が医療を受けられず命を落とすということだけはないように、そのために私は先ほど言いましたように、ある意味では、扶助の部分も兼ね備えた、そういう内容の制度にしていただきたいというように考えたところであります。もし何かあれば最後にお聞かせいただいて、私の一般質問は閉じたいと思います。

○議長（橋本憲治君）　町長。

○町長（菊池一春君）　本当に私ども福祉保健課を中心にして、この上原議員が特に何度かお話いただいている一般質問については、苦慮しているというのが本当のところでございます。例えば、町民税非課税世帯の人でなければだめだと。居住に要する土地と家以外の不動産を持っていてはだめだと。非課税で家、土地を持っていてはだめなのだと。そして、町税等の未納額がない世帯に属する方が医療費が必要である。これはやはり利用すれってほうが無理だ。しかし、一方で、生活保護は受けたくないから一時的に急をしのぐというお金が必要なのだと。こういう人は無利子で、扶助費でそのまま与えることが本当にいいのかどうかという議論をしていくと制度としては、やはり生活保護を権利として、きちんと受けなさいという指導がまず適切ではないのか。それから本当に急場しのぎの状況の中で、今の状況では扶助費というよりは、これは貸付金という、無利子の貸付金とい
う、取らざるを得ないだろうということで、八鍬課長を中心にしながら、今、練っておりますが、この制度を具現化するためにあちこち問い合わせをしていましたら、北海道では唯一類似する点では、函館市があるのみで、まず難しいというのが実態でございます。ただ、生活保護本来のありようの問題、それから今言った可能な限り町民の方が理解し利用できるような、そういったものも含めて、鋭意努力しながら、全員協議会で説明をさせていただこうと思っておりますので、よろしくお願いします。
○議長（橋本憲治君）　上原豊茂君。

○１０番（上原豊茂君）　以上で私の一般質問を終わります。
○議長（橋本憲治君）　１０番、上原豊茂君の質問が終わりました。
　ここで、午後３時まで休憩をしたいと思います。
休憩　午後　２時４７分
再開　午後　３時００分
○議長（橋本憲治君）　休憩前に戻り、会議を再開いたします。
　引き続き、一般質問を継続いたします。

　次は、８番、西山由美子君の発言を許します。

　８番、西山由美子君。

○８番（西山由美子君）　８番、西山です。通告書に従いまして一般質問を行います。
　本町の認知症患者と家族への支援策について、町長にお伺いいたします。
　平成２４年６月１８日、厚生労働省は、認知症施策検討プロジェクトチームによる「今後の認知症施策の方向性について」という報告書を公表しました。

　これは、過去１０年間の認知症施策を再検証した上で、今後の基本目標と実現のための施策の方向性について示したものです。その２カ月半後、厚生労働省の推計で介護が必要な認知症高齢者が３００万人を突破し、この１０年間で倍増したとの発表がありました。

　さて、高齢化率が増している本町で、認知症患者と介護する家族にどのような支援策を考え、取り組んでいるのか町長にお伺いいたします。

　１つ目、本町の認知症患者の実態と抱えている課題は何か。

　２つ目、報告書が示す「７つの視点からの取り組み」について、どう考えるのか。

　３つ目、認知症予防策と家族に対する支援をどう考えているのか。

○議長（橋本憲治君）　町長。

○町長（菊池一春君）　ただいま、本町の認知症患者と家族への支援策について、３点のお尋ねがありましたのでお答えをさせていただきます。

　まず、１点目の「本町の認知症患者の実態と抱えている課題は何か」とのお尋ねでございます。本町における認知症患者数の正確な把握は困難でありますが、平成２２年度の新規に介護認定を受けた８２人のうち、認知症状がある方は５１人で全体に占める割合が６２．２％となっており、そのうち、日常生活に支障をきたすような症状が見られる方が２８人で、全体に占める割合が３４．１％となっております。

また、平成２３年度に６５歳以上の高齢者、７３０人を対象として実施した日常生活圏域高齢者ニーズ調査の結果では、介護認定を受けていない高齢者６９３人のうち、「物忘れや判断力・理解力の衰えがみられ、日常生活に支障がある高齢者」に該当する方が１８５人で、全体に占める割合が２６．７％となっており、そのうち、８５歳以上の高齢者では対象者８３人中、該当する方が２７人で、その割合が３２．５％となっていることか
ら、介護認定を受けていない高齢者においても、高齢化に伴い認知機能の低下が多く見られる現状にあります。

本町の高齢化の状況につきましては、平成２４年３月末現在、６５歳以上の高齢者数は１，７７８人となっており、全人口に占める６５歳以上の高齢化率は約３２．８％となっております。

今後、高齢化が進むにつれて、認知症高齢者もますます増えることが想定されることから、認知症予防対策のさらなる取組みと、認知症の早期発見・早期における適切な対応が課題となっているところでございます。

　次に、２点目の「報告書が示す『７つの視点からの取り組み』についてどう考えるのか」とのお尋ねでございます。平成２４年６月１８日の厚生労働省の認知症施策検討プロジェクトチームによる「今後の認知症施策の方向性について」の報告書によりますと「認知症の人は、精神科病院や施設を利用せざるを得ない」という今までの考え方を改め、「認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよい環境で暮らし続けることができる社会」の実現を目指しております。

この実現のため、新たな視点に立った施策の導入を積極的に進め、これまでの「自宅からグループホームへ、さらに施設あるいは一般病院・精神科病院」というような「ケアの流れ」を変え、むしろ逆の流れとする標準的な認知症ケアの方法を構築することを基本目標としております。

この基本目標の実現のために、現在行われている施策について多くの意見や批判があることを踏まえて、見直しやバージョンアップを図り新規施策と合わせて、地域で医療、介護サービス、見守り等の日常生活の支援サービスが包括的に提供される体制を目指し、次の７つの視点に立って、今後の基本的な施策を進めていく内容となっております。

１つ目の視点は「標準的な認知症ケア方法の作成・普及」、２つ目に「早期診断・早期対応」、３つ目に「地域での生活を支える医療サービスの構築」、４つ目に「地域での生活を支える介護サービスの構築」、５つ目に「地域での日常生活・家族の支援の強化」、６つ目に「若年性認知症施策の強化」、７つ目に「医療・介護サービスを担う人材の育成」となっております。

７つの視点の主な内容としましては、これまでのケアは、認知症の方の行動・心理症状等が悪化してからの「事後的な対応」が多かったことから、今後は早期診断・早期対応を重視し、かかりつけ医の認知症対応力の向上を目指すとともに、かかりつけ医と連携
し、バックアップを担う地域の認知症診療拠点として、新たに「身近型認知症疾患医療センター」を整備することとしております。また、看護師や作業療法士等による「認知症初期集中支援チーム」を地域包括支援センター等に配置し、地域での生活が可能な限り維持できるようにするための初期集中支援を発症後、できる限り早い段階で包括的に提供しようとするものであります。

さらに、診断確定後の医療サービスでは、一般病院の職員教育体制の充実に加え、入院を要した場合には介護との連携により早期の退院を目指すこととし、介護サービスで
は、グループホームや小規模多機能居宅介護などの地域密着型サービスの拡充と、症状増悪時に介護保険施設などで対応できる体制の構築等が盛り込まれています。

「地域での日常生活・家族の支援の強化」としましては、認知機能低下予防プログラムを盛り込んだ介護予防マニュアルを全市町村に配布し、認知機能低下予防の取り組みを進めるとともに、全国の市町村に介護と医療の連携強化や、地域の実情に応じて、認知症の方やその家族を支援する事業の推進役を担う「認知症地域支援推進員」の市町村や地域包括支援センターへの配置と、地域で認知症の方を支える互助組織等の活動への支援や、家族に対する支援の充実等を図ることとしております。

今後、厚生労働省は、この報告書に示す「７つの視点からの取り組み」に係る施策を実施していくため、平成２５年度からの５年間の具体的な実行計画を平成２５年度予算要求とあわせて策定することとしており、本町においては、国の動向等を見極めながら、関係機関等と連携して計画的に認知症対策を推進していきたいと考えているところでございます。

　３点目の「認知症予防策と家族に対する支援をどう考えているか」とのお尋ねでございますが、本町における認知症を含めた予防策といたしましては、要介護状態となる恐れの高い虚弱な高齢者を早期に把握し、必要な支援につなげるための日常生活圏域高齢者ニーズ調査や、要介護状態等の予防や改善のための各種の介護予防事業の実施と介護に関わる専門職やボランティア等の人材育成、介護予防に関わるサークルや町内会等の地域活動組織の育成や支援のための地域介護予防活動支援事業を行ってきたところでございます。

今後、認知症高齢者も、ますます増えることが想定されることから、今年度、新たに認知症に特化したボランティア講座の「オレンジサポーター養成講座」を社会福祉協議会ボランティアセンターと共催で開催する予定としており、また、平成２５年度には、広く町民を対象とした認知症予防教室の実施の検討も行っているところです。

認知症家族に対する支援につきましては、認知症に対する正しい理解の啓発と認知症の方やその家族を温かく見守ることのできる地域づくりを目指した「認知症サポーター養成講座」の開催や、認知症の方の介護家族の支援と介護負担やストレス解消等の場としての「介護者家族の会」、また、認知症等による徘徊などにより行方不明となった高齢者等を警察や、町内会の事業者、福祉関係機関、介護サービス提供事業者等との連携により、早期発見・早期保護をするためのネットワークである「認知症高齢者等ＳＯＳネットワーク事業」等の実施を行っております。
近年、認知症の研究が進み、認知症の解明や進行を遅らせる治療法等も普及されてきておりますので、できるだけ早期に発見し、早期に対応することが特に重要となってきております。

そのためには、認知症に対する正しい知識の普及・啓発を十分に行い、できるだけ多くの方に認知症についての理解をしていただくことはもちろんのこと、さらに、認知症の方とその家族への適切な関わり方を知っていただき、身近で見守りをしていただける方を一人でも増やしていくことが必要と考えているところでございます。
　以上、お尋ねのありました３点につきましてお答えいたしましたので、ご理解賜りますようよろしくお願い申し上げます。
○議長（橋本憲治君）　西山由美子君。
○８番（西山由美子君）　ただいま、町長の回答に従いまして項目別に疑問点などを再質問させていただきます。
　昨年度からのさまざまなアンケート調査によって、訓子府町での数字が、これがすべてとは言えませんが、数字が出されました。冒頭で厚生労働省の推計として出された３００万人という数字も介護認定を受けた人の中から、そのデータによって日常生活の自立度をもとに出したものであって、認知症と診断された人の数とは若干というか、なかり大幅に違ってくるのではないかと思います。認知症とは、生まれつきの支障はなにもないのに後になって脳の病気や障がいが原因で物忘れがひどくなったり、今までできていた身近なことができなくなったりする状態のことで、以前はこれを「EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ちほう),痴呆)」と呼んでいました。しかし、公的に現在は「認知症」という言葉を用いることになっております。私も６０歳を過ぎまして、その前からですが、かなり物忘れがひどくなっております。認知症と加齢による記憶障害の違いというのを簡単に言いますと加齢によって物忘れするというのは、どなたもご経験のことだと思いますが、覚えていたことが出てこない。いわゆる度忘れで、でもヒントを出されたり、人から助言を受けるとあっそうだったなと後で思い出すことができます。そして、日常生活には、それほど大きな支障はないかと思います。でも、認知症と診断された方の物忘れというのは、すぐ前の出来事がまったく思い出せない。覚えられない。ヒントをあげても思い出せない。そして、進行的に日常生活に支障をきたすという状況が起きています。訓子府町の場合、先ほど町長が介護認定を受けた８２人のうち、認知症状がある方５１人で全体の占める割合が６２．２％と言われました。そして、その中で支障をきたすような症状がみられる方が２８人とありますが、現在、訓子府町では、こういう方々に対する個別な支援策というのは、どういうことをなされているのか。
　また、ここにも触れておりますが、介護認定を受けていない方で、先ほどのニーズ調査の結果で出てきた方々、また、それ以外の方々をこれからもどういうかたちで把握し
て、早期発見が大切というふうに書かれていますが、どういう対応をしていくつもりなのか。その辺を再度お伺いしたいと思います。
　それとやはり、後半でも述べられていますが、町民への頻繁な周知、呼びかけ、これは地域の人たちの理解がとても大切だということの表れだと思いますが、その辺を含め
て、本町の施策をどう考えているのか、具体的にお願いいたしたいと思います。

○議長（橋本憲治君）　福祉保健課業務監。

○福祉保健課業務監（渡辺克人君）　ただいま、西山議員から３点ほどご質問がありましたが、１点目は、認知症について、日常生活に支障がある方に対して、どのような支援をされているかということでございますが、具体的には、介護認定を受けていただいておりますので、ケアマネージャーさんが直接会って、その方にあったケアプランを立てて、それなりの対応をさせていただいているのが現状でございます。
　続いて、２つ目は、高齢者ニーズ調査等で分かった認定を受けていない心配な方の対応をどうされているのかということでございますが、日常生活圏域高齢者ニーズ調査で分かった方については、その調査自体が虚弱な高齢者といいますか、そういう方を把握する調査でございますので、その調査に基づいて、まずは全員にその調査結果をお返しして、それぞれその方の状態について書いた内容を説明して、まず理解していただくのとその中
で、特に２次的予防が強い方については、直接うちの包括支援センターの者がお伺いし
て、実際にどうしたらいいかというようなケアプランを立てて対応しているところでございます。今後、いろいろな部分で高齢者ニーズ調査等以外でも把握できない部分については、いろいろ高齢者といいますか、老人クラブ等に出向いて、いろいろ話を聞いたり、その辺のことをして随時対応しているところでございます。

　３点目の町民への周知、呼びかけ等がすごく大切で本町として、どのような施策を取り組んでいるかということでございますが、一応、町といたしましては、地域支援事業に基づいて、その中で包括的任意事業という中で、いろいろ養成講座やいろいろな部分で人に集まっていただいて、認知症に対する理解を深めていただいて、その方がいろいろな方にお話をしていただくとか、そういうことで、どんどんそういう認知症というものがどうなのだということの学習の機会を増やして対応しているところでございます。

　以上でございます。
○議長（橋本憲治君）　西山由美子君。

○８番（西山由美子君）　ありがとうございます。訓子府町の地域包括支援センターで「あいあい」というお便りを出しています。この中で第３号、２４年１月１日発行で特集として、認知症をとても分かりやすく書いてくれました。字も大きいですし、多分これを読まれて、本人よりも介護する家族の方がさまざまな悩みを抱えているというのが現状ですから、かなり大きな支援になったのではないかと思います。これは１回きりではなくて、やはりさまざまなもっともっと深い情報がありますので、ぜひ今後も続けていってほしいと思います。
　認知症と言いましてもその中で一番発症率の高いのが、アルツハイマーという、皆さんどなたもお聞きになったことがあると思いますが、これはドイツの精神科医のアルツハイマーという方が１９０１年に患者として４６歳の女性を診ている中で、その方の症状をずっと研究して、１９０６年に学会で発表したことで、アルツハイマー病という名前がついたそうです。先ほど、町長の答弁の中にあったように、年齢によって発症率がかなりありまして、アメリカで研修された調査した中でやはり８５歳以上になると８．４％とい
う、高い発症率で起きるそうです。ただ、若年性のアルツハイマーというのが、一昨日でしたか、日曜日の報道番組でもご本人の方たちが訴えて生活の状況などが報道されていましたが、これはかなり全国で今４万人ぐらいと伺いましたが、増えているそうです。これは６５歳未満の方の発症の場合、そういうふうに言います。こういうことを考えるとこれはもう決して日本だけの問題ではなくて、世界中で、へたすると２０５０年には、１億１，５００万人も発症するのではないかという怖いデータもありますが、それだけ多いということは、国際アルツハイマー病協会というのも７８カ国加盟して世界中の国の人たちがそこで交流を持って、介護する人たちの状況などを情報交換しているという現実があります。その中で、ヨーロッパの長寿国スイスとか、世界で２番目に平均寿命が長い日本は、どんどん増えていると、そういう現状であります。

　私は、たまたま先月２３日に北見市の認知症の人と家族の会の第２回目の交流集会がありまして、伝書鳩で見つけて参加させていただきました。行く前は、おそらく７０歳、８０歳代のご両親を見ている私たちぐらいの年代のご子息の方がいらしているのかと思って想像して行ったのですが、実際はご夫婦の片割れの方が多かったです。その中で約１０名ぐらいの中で男性が４人いました。もう７０歳代後半、８０歳代の方もいらっしゃったと思います。奥様が６０歳代から若年性アルツハイマーになって、それぞれものすごい葛藤があって、もちろん家事などはすべて奥様に任せていた訳ですから、その発症してアルツハイマーだということが分かってからの家族の困惑した状況というのが、本当に生の言葉で聞くことができました。

　北見市のこの家族の会というのは、平成１９年７月に設立しまして、今年で５年目になるそうです。会長さんも事務局の方もボランティアでずっととにかく会に来た人たちが少しでも自分の溜まっていたストレスを発散できるように、だまってお話を聞いてくれる。そんな会でした。

　訓子府町ももちろん家族の会を今２カ月に一度催していますが、なかなか先ほどの数字が出ている割には、介護の人たちが、なかなか出てこられないという現状があります。その家族への支援として、家族会も含めて、今後どういうふうにそれを広めていくのか。その考えを具体的にありましたら、お聞かせ願いたいと思います。
　それとあと、北見市などでも「物忘れ外来」というものがあると思いますが、それがどれぐらいあるのか。何という病院であるのか、その情報がもしありましたらお知らせ願いたいと思います。
○議長（橋本憲治君）　福祉保健課業務監。

○福祉保健課業務監（渡辺克人君）　今、西山議員のほうから２点ほどご質問がありまして、１点目の介護されている方の介護家族の会ですか訓子府町の、その出られない人をどういうふうに支援して広めていくのかということのご質問だったと思いますが、これにつきましては、確かに今、介護保険の中の地域支援事業の中でやっておりますが、参加人数は、平成２１年度には、参加実人数が１０人、延人数１４人、平成２２年度につきましては、実人数が１８人、延人数が３７人、昨年の平成２３年度につきましては、実人数１４人で、参加数が３５名となっておりますので、大体１回につき、平均で６人ぐらい出ているということでございます。現実的には、もっと介護されている方がいっぱいおられますので、できればそういう会に出て来ていただいて、いろいろな技術的なことやいろいろな知識を身に付けていただいて、主にストレスの解消やそういう部分も含めてざっくばらんに介護疲れを何とかこの会の中で皆で共有して整理していただければということで、できるだけの参加をお願いしたいということでございますので、うちの施策としては、いろいろケアマネージャーとかいろいろお伺いしますので、こういう会に参加することをできるだけ参加してみようと声かけをしていただいているところでございます。できれば、介護しているとどうしてもその介護されている時間抜けてしまいますので、そういった部分では、参加する時には、いろいろな介護サービス、ショートステイなり、デイサービスを使えるようなかたちで、今後とも進めていきたいと思っていますので、よろしくお願いいたしたいと思います。

　それと２点目の「物忘れ外来」の関係で、そういう病院が何件かありますかということでございますが、今、本町と連絡を取って契約といいますか、やっているのは、１カ所ありまして、病院が道東脳神経外科で物忘れ外来というところと契約を結んでやっているところでございます。これにつきましては、まず包括支援センターに認知症の相談に来られた時点で、すぐ病院で診断していただきたいということで、包括支援センターから道東脳神経外科に連絡をとって、予約を入れるかたちになります。その時間にその対象の方が行って診断を受けていただく。３日間行くのです。３日間というのは、３回行くのです。診察して検査して結果報告ということで、３回行くことになっております。その診断された内容については、ご本人の了解のもと、本人はもとより、包括支援センターにもその情報をいただいて、その情報をもとに、その方を今後、地域で生活する上でいろいろな助言や相談とかのって、対応するという仕組みになっております。

　以上でございます。
○議長（橋本憲治君）　西山由美子君。

○８番（西山由美子君）　よく分かりました。今、道東脳神経外科と本町が契約しているということですが、今までもそれではそういうふうにして介護認定の申請に至ったと
か、それから受診されて診断受けた方が何人もいらっしゃるということですね。それは各町村でこの近郊でもさまざまな病院と契約を結んで、その物忘れ外来と契約を結んでいるという現状なのでしょうか。その点をちょっと詳しく教えてください。
○議長（橋本憲治君）　福祉保健課業務監。

○福祉保健課業務監（渡辺克人君）　私、契約と申しましたが、申し訳ないですが、正式には、連携を図るということでございます。それで連携を図るということで平成２４年６月２６日から連携を図るということで、病院と行っておりますので、そのことによっ
て、実際に診断を受けたとか、そういうことはまだ１件もない状態でございます。今後出てくれば相談にのって、どんどんそういうことで対応していきたいと思っております。
　それとほかの町でもどうであろうかということでございますが、その辺については、まだうちのほうも新しいものですから、承知はしてございませんが、多分うちの町のように同じようなことで物忘れ外来ということで連携されていることと思います。

　以上でございます。
○議長（橋本憲治君）　西山由美子君。

○８番（西山由美子君）　実は何人かの方に家族会もそうですが、主に、家族の方にお話を伺いましたが、一番大変なのは、自分の家族が認知症であるという、それを家族自身が認める。そこに至るまではとても時間がかかるのです。大体は、ご本人さんが、どうもこの頃物忘れが激しいとか、ちゃんと覚えられないとか、もう若年性の場合ですとこういうふうにお仕事をなさっている中でいろいろなミスをして周りの人も気付いてしまった
り、そういうことでおきる。また、老人性とちょっと問題は違ってくると思いますが、やはり本人も含めて家族がこの病気はどういう病気なのだろうということをきちんと理解するまでは、かなりお家の中で誰にも言えなくて、お家の中で葛藤している。だけど現実は何か手を差し伸べなかったら毎日の生活にどんどん支障をきたしていくというのが現実
で、ある方は、親御さんをみていて３年目にもう自分自身が音を立てて崩れていくのが分かったというぐらい精神的に介護されている方が病んでいるのです。だからそれが外から見たらきっと分からないと思います。家族同士でもなかなか自分の子どもにも言えなかったり、親戚にも言えなかったり、日本人の真面目な特性なのかなとも思いますが、でもこれは、本人さんにとってもとても苦しいことで、頭の中で起きている事柄が本人も分からない訳ですから、どうしてこんなになってしまったのだろうと疑問も含めてやはり正しい知識と正しい理解度を広めていくということが、唯一行政のできる仕事なのかなと思います。私もこの２カ月間、そのことばっかり考えていろいろな本を読んだりしていく中
で、やはり初めの頃と随分変わりました。そういうものなのだということがやっと少しですが分かりかけましたので、広く住民の方にお知らせする場合は、とにかく分かりやすい言葉で、そして、何度も何度もいろいろ文章を変えながらも伝えていくということが、まず大事だと思います。先ほど町長が言われた中で、私たちの町でもやっている認知症サポーターという、全国でそれをどんどん広めようということで運動が起きて、確か今年では３００万人を超えたそうです。その認知症のサポーターというのが。最初、私は認知症サポーターとして養成講座を受けるのなら、それを何ていうのだろう、具体的にその人たちが受けた人たちが具体的に行動を起こしたり活躍するのが本当ではないかなと思っていたのですが、そっちの本をいろいろ読んでいきますと本来の目的はそうではないんだということなのですが、認知症サポーターについて、町長のお考えは、どう認識していらっしゃるかお伺いいたします。
○議長（橋本憲治君）　町長。

○町長（菊池一春君）　少し整理させていただいて、答弁をさせていただきたいと思います。今、西山議員が言われたように認知症の高齢者というのは、厚生労働省の推計値
で、今年度の推計で言いますと約３０５万人ということですから、間違いなくこの認知症というのは大変増えてきていますし、町内の状況については、先ほどお話したとおりでございます。
　１つには、私は実態をどう把握するかということ。これは調査をやって先ほど申し上げましたとおり、大体かなりの人数が認知症に近い、いろいろな症状を持っている人たちが加齢に伴うことも含めて出てきているのではないかというふうに思います。
　その点でいくとまず正しく認知症を理解していただく。その１つとして、サポーターを増やしていくということで、うちの町では今３００人、その講習会を受講した人ということです。
　ちなみにすでにもうこの北網の広域で認知症相談支援マップというのを配布をしているところですが、例えば、かかりつけ医、これは認知症を学ぶ研修を受けたお医者さんがどれぐらいいるかと。これは１５人ぐらいです。さらに、サポート医、すなわちこれは、認知症がかかりつけ医へのサポートを行っているということで、これは玉越病院が行っているということになります。そして、地域包括センターがそれぞれの町にございますの
で、そこにまずは相談をしていただきたいということで、マップもご紹介しながら、認知症とは、こんなことですよとか、あるいは正しく知りましょうということを皆さんに周知しているという状況でございます。同時に地域の中で連携を強化しながら、サポート講習会等々を実施しながら、広く相談をしている。
　それから、先ほど出ていました道東脳神経外科、物忘れ外来、これは、方法として
は、こういう道筋だということで、まずは、物忘れ外来の受診手続について説明をする。本人、家族の同意を得たのち、物忘れ外来申込書を作成して道東脳神経外科病院相談室へ電話連絡をしてＦＡＸで送る。そして、相談室より、外来予約日時等を地域包括センタ
ー、もしくは本人、家族へ連絡していただく。そして、本人の受診を医療機関より医療情報提供書による結果報告、本人、家族への相談支援だということで、医療と包括や自治体がやはりどのように連携していくかということをある意味では、物忘れ外来で実施している。私たちの町として、介護者支援、あるいは認知症のさまざまな症状がある方にどんなことを今、総体としてやろうとしているのか。これは１点目で言いますと今申し上げましたように、かかりつけ医と認知症専門医というのは、これは連携強化、センター病院は日赤ですから、ここの連携の強化が１点目、２点目が家族と協力した介護者に対する支援を強化していく。これは支援者に対する介護者に対する支援、３点目は、家族会に参加しやすい体制づくりや家族会の活動を支援ということ。４点目に介護サービス関係者同士の連携強化、資質の向上ということを目指して実施しているということです。ちなみに私自身もオレンジのグリップを講習を受けていつもしていればいいのですが、木のほうをやっているのですが、グリップをして、受講を受けて、認知症というのは、こういうものだと。うちの職員も職場研修で講習を受けて、かなりの人数の者が受けているのではないかと思うのですが、職員も認知症というのは、こういうことだということを仁木さんを講師に迎えて実施したりしてやっているということです。
　それから、健康増進係、これは母子からいろいろ含めて町民の健康の中心的な役割を担っている保健師が今４名おりますし、それから包括支援センターで保健師資格を持っているのも３名ということで、この管内的には、非常にそういう点では、スタッフを充実しながら、そして、ケアマネージャーの資格も取っていただきながら、とにかく地域の受入れは、役場に来なさいと。極端な話ですよ。そして包括支援センターに相談していただきたい。それを支えるグループあるいは地域的な支援の連携をさらにち密なものにしていく。さらには、医療機関との連携をしていくといったようなことが非常にきめ細かな網の目のようなかたちをつくっていかなければなかなか難しい。それでも私自身の友人にもアルツハイマーの奥さんを抱えて、もう８０歳になっても頑張って、自宅で胃ろうをやった
り、いろいろなことを介助しながら頑張っておられる方もおられますが、本当に大変な状況だということは理解できますので、何とかそういう点では、質と質の深さと高まり、広がりを少しずつですが、実施するために今、包括支援センターを中心にしながら非常に努力をしているという状況でございます。
○議長（橋本憲治君）　西山由美子君。

○８番（西山由美子君）　今、私が本当は言おうと思ったのですが、まず、職員の皆様
は、町民の暮らしを守るためにさまざまなお仕事をしていらっしゃる訳でサポーター養成にまずは職員、それから私たち議員も含めて講座を受けるべきだと思っていたのです
が、職員で受けてはいるのですね。これは今後もすべての職員にお願いしたい。なぜかというと例えば、建設課で公営住宅を借りた人たちとか、いろいろなところで町民の方と出会う時に、やはり知識を持っているのと持っていないのでは接した時の認知度が違うと思うのです。そして、そのサポーターの養成講座、本当は今この時間に今日４時までやっています。今回、私も受けたいと思ったら、ちょうど議会の真っ最中だったので受けられないのですが、養成講座の仕組みというか、カリキュラムの立て方というのは、その自治体によって違うのではないかと思うのですが、違うがどうかちょっとよく分からないのですが、この立て方ですと日中でしかも講義が４時間です。４回の講義を受けなければ、先ほど町長が言った、別にオレンジのあれがほしいというのではなくて、資格がいただけないというか、もっと誰でも気楽にたくさんの人が養成講座に参加できる体制というか、講座の立て方というのか、それがまずは必要なのではないか。例えば、お仕事を持っていらっしゃる方も夜ならできますし、その辺をもう少し、よりたくさんの人が受けられるように今後組んでいただきたいと思います。まずは、この養成講座の目的としては、幅広くたくさんの人に認知症を理解してもらうということが目的ですから、この講座を受けた方
が、さて地域で何をできるのだろうかというのは、また別な段階になってくると思いますが、私たちの町としては、今後その辺をどういうふうに、地域でどういうふうに守っていくのか。例えば、個人情報保護法というのがここで邪魔しているのかもしれませんが、各地域、町内会でもし、その地域に認知症の方が、あまりそこは難しいと思うのですが、地域で見守れるとしたら、その情報を提供できるのかどうか。これはとても難しいと思うのですが、その辺、言葉では地域での見守りとか、連携とか言いますが、先ほど町長が言われた病院との連携はとても素晴らしいことだと思うのです。だからそれをぜひ介護している人たちに情報ほしいです。本当に先日、私がお会いした方はまったく分からない。どうしたらいいか分からないと混乱していました。認知症というのがどういうふうにこれから進んでいくかということも分からなくてとても心配していました。そういう人がまだたくさんいらっしゃると思います。だから、先ほど言ったように丁寧にやはり幅広い情報をぜひ周知してほしい。そう思いますが、今後の考えを伺いたいと思います。
○議長（橋本憲治君）　町長。

○町長（菊池一春君）　認知症の家族の情報を町内会やそういったものに知らせることができるかどうかというのは、非常に難しい。これはもう議員もご存じのとおりだと思います。先ほど言った物忘れ外来についても基本的には本人、家族の同意を得た後という原則がありますので、その点で言うとぜひご相談を役場に一般的な言い方で大変申し訳ないですが、やはり役場の包括にぜひご連絡いただいたりして、これが地域的な連携でどういう形で結びつけていくのかというのは、組織的にできるかどうかというのは大変難しいのですが、ただ認知症に対する理解を持った町民をより多く増やしていくということが大事なことではないのかと。それから、先ほど言っていたお昼ではなくて夕方に開いてほしいというのは、ごもっともという感じがしますので、これは物理的に今、うちの職員の状況の中でできるかどうかということもありますが、努力をさせていただきたいと思います。
○議長（橋本憲治君）　西山由美子君。

○８番（西山由美子君）　私自身がちょっと整理がついていないので、質問の項目に従ってと言いましたが、あちこちいってしまって申し訳ありません。
　先ほど、厚労省の出した報告書というのは、何回読んでもどうしても何か現場とあわない。そんな気がしてなりません。まだまだ先ほど言ったように一般の人の理解も進んでいないのに、そしてお医者さんの確保もまだまだできていないのに、また大都会とこういうへき地地域とは、また状況が違うと思います。それなのに１つの同じ方法で施策をとるというのがどうなのか。例えば、いち早く東京都では、本当に人数が多いということもありまして、特に、若年性のアルツハイマー病の人に向けたハンドブックも出されました。若年性、これはまた本当に先ほど言ったように老人性とまたちょっと違うのですが、このことに関しては、訓子府町の情報というのは、あるのでしょうか。これはこの会場にいらっしゃる約３０、４０人の中で、皆現役の方ですし、女性が３、４人しかいませんが、男性にとても多いそうです。ですから決して他人事ではないないのです。ある日突然自分の脳に何らかの変化が起きるということで、これは本当に若い人もぜひ知識として持っていかなければいけないと思うのですが、先ほど言ったのは、私たちの町で若年性の患者さんがいるのか、把握されているのかどうか、その点をお聞きします。
○議長（橋本憲治君）　福祉保健課業務監。

○福祉保健課業務監（渡辺克人君）　ただいま、ご質問のありました若年性の認知症の関係について把握しているかとのことでございますが、交通事故等による高次脳機能障害については、把握しておりますが、この部分については、把握はしておりませんという
か、できない状態でございます。
○議長（橋本憲治君）　西山由美子君。

○８番（西山由美子君）　やはり将来においてというか、ふと周りを見渡した時に、誰がどうなのかということは皆さん以外と分かっているようで、人のことは見えませから、その家族の方と話した時も自分が介護している時は、自分のことで精一杯だったが、父親が亡くなって、ふと見渡すと夫婦で高齢になって介護している方が結構たくさんいるのだということで、やはりそういう地域の見守りは、情報の開示から少しずつ進んでいくのかなと思いますので、とりとめのないことばかり言ってしまいましたが、ぜひ行政として、役割をもう少し整理して地道に続けていってほしいと思います。
　ここで、最後にオーストラリアの方のアルツハイマーの患者さんが自らつづった心の中のことをちょっと言ってみます。彼女はこの病気になって、まず頭の中全体にぼんやりと霧がかかっていて、何をするにも大変な努力とコントロールが必要だ。大変な努力をはらわなくては、いつも間違ってしまう。まるで爪を立てて絶壁に張り付いているように感じている。すべてのものにストレスを感じやすくなると述べています。認知症の方は、すべて忘れてしまいますが、中にはその方が本当に大事にしている世界、音楽であったり、美術であったり、そういうものには、以外と反応を示したり、穏やかな心を保つことが治療にも役立つという話も聞きました。ちょっと中途半端なことになりましたが、これからまずは、認知症の患者さんの理解と介護する人の手厚い支援を行政の方にお願いしたいと思います。最後に町長からお言葉をいただいて終わりにしたいと思います。
○議長（橋本憲治君）　町長。

○町長（菊池一春君）　人間の社会が人生５０年から、すでに男性で７６歳、女性で８０何歳まで長寿の国に成長することができたということの１つの具体的な例として、私たちは想像もできなかった認知症という、状況が今、世界的というよりは我が国、我が町においてもそういった状況が目の前の何とかしていかなければならない状況だというふうに私自身は理解しています。その点で言いますと行政はしっかり現状を把握する。そして情報を提供する。そして地域の人たちが手を取りながら、そして地域で支えあっていくような体制をやはり適切につくっていくということが私は必要なのではないかと思えてなりません。この問題については、なかなか逆に言うと把握することも難しいと渡辺業務監から話しておりましたが、その難しいだけに私は行政がなし得ることというのは、そういう情報提供と理解者を増やしていく。そして各関係機関等々の連携を含めて、より身近な支援者がそばにいるという体制をどれだけつくり得るかということがとても大事だというふうに思っておりますので、これは時間がかかるかもしれませんが、鋭意、職員共々努力してまいりますので、ご理解を賜りたいと思います。
○議長（橋本憲治君）　西山由美子君。

○８番（西山由美子君）　すみません最後に１つだけ、その介護の方が言われていたのですが、介護をしてすごいつらかった時に、よつば会の方からお手紙をいただいて、それはその家族の方への独り暮らしだったために、そのおハガキをいただいたのだが、本人は全然分からないが、介護をしていた自分がとてもなぐさめられ、励まされて涙が出たよというお話を伺いました。やはりさまざまボランティアの組織との連携もすごく大切だと思いました。

　これで私の一般質問を終わります。
○議長（橋本憲治君）　８番、西山由美子君の質問が終わりました。
　

　　　◎散会の宣告

○議長（橋本憲治君）　お諮りいたします。
　本日の会議は、時間制限の４時になりました。会議はこの程度にとどめ散会いたしたいと思います。これにご異議ございませんか。

（「異議なし」との声あり）
○議長（橋本憲治君）　異議なしと認めます。
　よって、本日はこれにて散会することに決定いたしました。
　明日も引き続き一般質問を継続いたしますので、ご参集をお願いいたします。

　明日は午前９時３０分からです。

　ご苦労様でございました。

散会　午後　３時５５分
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